
  

ことし8月、3年ぶりに『長岡まつり大花火大会』が開催されます。 

（写真は、打ち上げ幅約2㎞におよぶ 復興祈願花火フェニックス） 

長岡信用金庫の現況  ディスクロージャー誌 



信用金庫ビジョン 

中小企業の健全な発展 

豊かな国民生活の実現 

地域社会繁栄への奉仕 

経営方針 

顧客の繁栄と地域社会発展のために貢献します 

健全経営を堅持し調和ある発展に努めます 

職員の資質向上を図り明るい店づくりを進めます 

 

長岡信用金庫 SDGｓ宣言 

長岡信用金庫は、国連で採択された SDGｓ（持続可能な開発目標）に賛同

し、地元長岡市のまちづくり指針や、人材育成の理念となっている「米百俵の

精神」・当金庫の「経営方針」に基づき、地域金融機関としての事業活動を通

じて、持続可能な地域社会、地域環境、地域経済の実現に貢献します。 
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ごあいさつ 
平素は、長岡信用金庫を格別にお引立て

賜り、誠にありがとうございます。 

 

長岡信用金庫は明治 43 年創業以来、｢相

互扶助｣、｢共存共栄｣の精神のもと、地域の

みなさまと共に歩んでまいりました。 

この間、おかげさまをもちまして業績も

順調に推移し、健全な経営を維持してまい

りました。これも偏にみなさまのご支援と

お引き立ての賜物と厚くお礼を申し上げま

す。 

 

「新型コロナウイルス」の感染収束がい

まだ見られない中、取引先の資金繰りを支

え、事業継続を徹底的に支援し地域経済の

回復に努めることが地域金融機関の使命で

あり、当金庫も最重要課題として取組んで

まいります。 

そのためには、現状の経営支援機能・体

制に加え、業務・サ－ビスの多様化・高度

化を推進すると同時に、業務の効率化やサ

－ビスの収益源化を進め、取引先に対する

支援力の強化と当金庫の経営基盤の安定化

を図るものです。また、取引先への訪問を

増やし、経営者との対話を重ね、地域に寄

り添いながら課題解決のお手伝いに全力で

傾注する所存であります。 

 

何卒今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜

りますようお願い申し上げます。 

 

令和 4 年 7 月 

理事長 佐藤 光一 
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総代会について 
総代会制度について 
 

信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人一人の意見を最大の価値とする協同組織

金融機関です。したがって、会員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加する

こととなります。しかし、当金庫では会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能です。そこで、当金庫では、会員

の総意を適正に反映し、充実した審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。 

この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思

決定機関です。したがって、総代会は、総会と同様に、会員一人一人の意見が当金庫の経営に

反映されるよう、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。 

また、当金庫では、総代会に限定することなく、日常の事業活動を通じて総代や会員とのコ

ミュニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取組んでおります。 

なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せく

ださい。 

 

総代とその選任方法 
 

１．総代の任期・定数 

 総代の任期は 3年です。 

 総代の定数は、130人以上 160人以下で、会員数に応じて各選任区域ごとに定められております。 

なお、令和 4年 6月 22日現在の総代数は 144人で、会員数は 17,041人です。 

 総代は、就任時点で満 80歳を超えない会員とします。 

（ただし、令和元年以降に初めて総代に就任する者から適用します。） 

 

２．総代の選任方法 

 総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映する重要な役割を担っております。 

 そこで総代の選考は、総代候補者選考基準に基づき、次の 3つの手続きを経て選任されます。 

① 総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委員を選任する。 

② 選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補者を選考する。 

③ 上記②により選考された総代候補者を会員が信任する（異議があれば申し立てる）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 78期通常総代会の決議事項 
 

 令和 4年 6月 22日に第 78期通常総代会を開催いたしました。 

 次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり了承されました。 

１．報告事項 

第 78期（令和 3年度） 

業務報告・貸借対照表および損益計算書報告の件 

２．決議事項 

第 1号議案 剰余金処分案承認の件 

第 2号議案 長期所在不明会員除名の件 

第 3号議案 任期満了に伴う監事選任の件 

  

総代会は、会員 1人１人の意見を適正

に反映するための開かれた制度です。 

総代会 

会員の総意を適正に反映する

ための制度 

決算に関する事項、理事・監

事の選任等重要事項の決定 

総代 

会員 

２．選考委員会を開催のうえ、選

考基準に基づき、選考委員が

総代候補者を選考する。 

選考委員 

総代 
候補者 

１．総代会の決議により、会員の

中から選考委員を選任する。 

３．総代候補者氏名を店頭掲示

し、所定の手続きを経て、会

員の代表として総代を委嘱 

＜総代候補者選考基準＞ 

１．資格要件 

 金庫の会員であること 

 就任時点で 80 歳を超えていない者 

２．適格要件 

 地域における信望が厚く、総代としてふさわしい人であること 

 良識をもって正しい判断ができる人であること 

 人格、識見にすぐれ、健康で金庫の発展に寄与できる人であること 

 金庫の理念・使命をよく理解し、金庫との緊密な取引関係を有する

人であること 
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総代の氏名等（令和 4年 6月 22日現在） 

第１区 

（29名） 

（選任区域：長岡市） 

青木章⑨、荒木久和②、池田明彦②、石塚浩三郎⑱、近藤英弥②、齋藤武彦⑨、白井信幸⑨、 

長谷川真②、平石量作⑧、星野眞一⑥、宮下嘉克②、室星久⑦、栁澤文夫⑨、山田京一⑧、若月光昭⑪、

恩田一正⑦、高木仁⑩、野上茂⑦、野沢宏一⑧、平石幸史⑨、渡邊美之③、八木金夫②、五十嵐昭夫⑫、

坂内さつき④、林博和③、山本英昭②、島津誠治⑩、野村泰夫⑨、松田義幸⑤ 

第２区 

（36名） 

（選任区域：長岡市、小千谷市、十日町市、魚沼市、南魚沼市、南魚沼郡、中魚沼郡） 

木村博幸⑤、金井弘⑦、佐藤進一②、青柳博之⑥、猪俣鉄夫①、喜多村浩⑥、小島孝之⑤、佐藤孝雄④、

中川清宜⑧、宮内竜一①、吉岡賢一⑨、吉原芳郎⑨、保坂英夫④、川邊哲夫⑦、我伊野知晶⑥、 

関口信雅⑤、高橋敬一郎③、富山洋④、中山良雄②、本多一志④、山田良夫⑥、丸山恵慈⑤、 

阿部活二⑤、栗林隆夫④、佐藤和広④、馬場俊男④、藤沢幸男②、星野光雄④、石井道夫⑨、 

小林義克②、鈴木寅男⑥、長井健也④、長谷川隆④、浅田正平⑥、木村学④、佐藤春男① 

第３区 

（29名） 

（選任区域：長岡市） 

小林武司⑥、小林博昭⑨、笹尾八重子④、清水弘之②、神田政彦⑤、阿部良明⑤、大関章⑧、 

小笠原一貴⑥、加藤芳夫①、金内一家④、酒井龍市②、清水久美子④、高崎勉⑧、田中耕作⑥、 

中條正雄⑥、韮澤謙三⑦、柳澤正敏④、渡邊好雄③、石澤聡④、高野直人②、茂澤直樹④、中嶋弦樹③、 

五十嵐義司②、野本新太郎①、波多乙三宏②、大竹隆一⑩、町永隆⑤、若月和雄⑥、渡邉幸栄⑥ 

第４区 

（24名） 

（選任区域：長岡市、見附市、三条市、燕市） 

稲田正義⑤、大崎脩④、風間貴之④、小林幸久①、小林仁④、齋藤忠男⑪、佐藤一男①、佐藤伸哉②、 

渋谷清作⑤、白倉宏⑤、多田光輝④、椿孝雄④、楡金務⑨、長谷川透⑤、船見隆司④、諸橋正昭⑨、 

久住幸策⑧、近藤則夫②、小宮山道男②、斎藤友喜⑥、関本益男③、中澤慰徳①、西興太④、宮島一弘① 

第５区 

（26名） 

（選任区域：長岡市、三島郡、刈羽郡、柏崎市） 

石黒徹郎⑧、矢尾板正則⑨、河野滋⑧、池田清一①、内山正行①、遠藤正浩①、大川秀二④、 

白杉武徳④、髙坂康三⑤、田中良明④、難波博⑦、細川恭一④、丸山勝総②、丸山司④、柳沢久敏⑥、 

山田嘉純③、山田康博②、渡辺豊④、鷲頭勝吉⑩、清水和博⑤、大井尚敏⑧、栗林義夫④、高坂俊夫①、

曳田眞作①、矢尾板稔②、田原清④ 

※ 敬称略、氏名の後の数字は総代への就任回数。 

 

総代の属性別構成比 

職業別 法人役員 95.83％、個人事業主 2.08％、個人 2.08％ 

年代別 
80代以上 7.63％、70代 38.88％、60代 31.94％、50代 15.27％、40代 6.25％、30代 0.00％、 

20代 0.00％ 

業種別 

製造業 37.58％、卸・小売業 24.11％、建設業 21.27％、学術研究､専門･技術サービス業 4.96％、 

不動産業 3.54％、飲食業 2.12％、生活関連サービス業､娯楽業 2.12％、運輸業、郵便業 1.41％、 

その他のサービス 1.41％、金融業､保険業 0.70％、宿泊業 0.70％ 

※ 業種別の構成比は、法人役員、個人事業主に限る。 

 

総代が選任されるまでの手続きについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③総代の選任

②総代候補者の選考

①総代候補者選考委員の選任

地区を５区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の

定数を定める

選考委員が総代候補者を選考

理事長に報告

総代候補者の氏名を、1週間店頭掲示

上記事項について電子公告

異議申出期間（公告後2週間以内）

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうち

から選考委員を委嘱

選考委員の氏名を1週間店頭に掲示

・会員から異議がない場合
または

・異議の申出が選任区域の会員数の
３分の１に達しない場合

・異議の申出が選任区域の会員数の
３分の１に達した場合

当該総代候補者の数が

選任区域の総代定数の

２分の１以上

当該総代候補者の数が

選任区域の総代定数の

２分の１未満

ⓐ 他の候補者を選考 ⓐ ⓑのいずれか選択

② 以下の手続きを経て
ⓑ 欠員

（選考を行わない）
理事長は総代に委嘱

総代の氏名を1週間店頭掲示
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長岡信用金庫と地域社会 
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・ 
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岡 

信 

用 

金 

庫 

預金・出資金（会員数 17,055名、出資残高 543百万円） 

融資（預貸率 41.05%）・支援サービス 

お客さまの預金について 

お客様からお預かりした大切な預金は、皆様から信頼をいただいている証であります。お

客様の大切な財産を安全、確実に運用しております。 

 また、お気軽にご利用いただけるように、目的や期間に応じて選択いただける各種預金を

取り揃えております。 

お客さまへの融資について 

 当金庫は預金者に対する責任を果たすため、出資者である会員の皆様への融資を基本とし

て、地元中小企業の健全な発展と地域社会の繁栄に向けて、多数者利用の原則に基づく融

資を心掛けております。 

 長岡信用金庫の融資に対する運営方針 

①地域に貢献する中小企業を積極的に支援いたします。 

②大口に偏重することなく、多数のお客様にご利用頂けるように徹底し、信用リスクを分

散いたします。 

③業種の偏りを可能な限り是正し、バランスのとれた運用を行います。 

令和 4年 3月期決算について 

令和 3年度の決算は、地元に密着した営業活動を推進した結果、預金は 26億 71百万円増

加し 2,188億 56百万円、融資は 5億 59百万円減少し 898億 61百万円となりました。収

益面は、厳しい環境に対処するため経営の合理化、体質の強化に努めました結果、当期純

利益は 208百万円を計上することができました。 

 また、金融機関の健全性を示す指標である自己資本比率は、0.19ポイント増加し、国内基

準の 4.00%を大きく上回る 14.52%となっております。 

 今後も、地域のお客様からお預かりしている大切な預金を地域に還元し、一層の経営の健

全化、自己資本の充実に努めながら、協同組織の金融機関として地域の発展に寄与する所

存であります。 

融資以外の運用について 

 当金庫は、お客様の預金を融資による運用の他に有価証券による運用も行っております。 

長岡信用金庫の概況 
 

 創業年月日 明治 43年 11月 12日 

 本店所在地 長岡市大手通 2丁目 4番地 7 

 店舗数 16 店舗 

 預金 2,188 億円 

 貸出金 898 億円 

 出資金 543 百万円 

 会員数 17,055 名 

 役職員数 169 名 

（令和 4年 3月 31日現在） 

 

地元のお客様からお預かりした大切な預金

は、地元で資金を必要とするお客様に融資を

行い、事業や生活の繁栄のお手伝いをすると

ともに、地域社会の一員として地元の中小企

業者や住民との強い絆とネットワークを形成

し、地域経済の持続的発展に努めておりま

す。 

また、金融機能の提供にとどまらず、文

化、環境、教育といった面にも視野に入れ、

広く地域社会の活性化に取組んでおります。 

202,882 204,016 207,440 
216,185 218,856 

86,058 87,232 87,299 90,420 89,861 
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172 
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67,679 

その他

34,163 

有価証券の種類別内訳（百万円）

令和3年度
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地域貢献活動への取組み 
 

● 長岡しんきん地域振興基金 

 

長岡信用金庫は、地域の社会福祉・教育・スポーツ・文化の振興のために平成 8

年度から、長岡しんきん地域振興基金による助成活動を行っています。毎年、物

品の寄贈を行っており、長岡市、見附市、小千谷市、南魚沼市の様々な施設で役

立てられています。 

（令和 3年 11月） 

令和 3年度の寄贈先［寄贈品］は次のとおりです。 

長岡市 

 長岡市役所 [車いす 2台] 

 長岡市志保の里荘 [空間除菌脱臭機 1台] 

 さいわいプラザ [沐浴人形 1組] 

 双葉寮 [空気清浄機 洗濯機 ミシン 身長計 体組成計 各 1台] 

 越路保健センター［歯科検診用ＬＥＤ照明灯 1台］ 

 三島保健センター［空気清浄機 3台］ 

 子育ての駅かわぐち［乳児向け室内遊具 1式］ 

 

見附市 

 道の駅パティオにいがた［ハンギングパラソル 10台］ 

 

小千谷市 

 東小千谷小学校［防炎・防汚マット 1個］ 

 

南魚沼市 

 南魚沼市庁舎［けん引式車いす補助装置 6セット］ 

 

● しんきんの森 

 

創業 100周年を記念して植樹した「長岡しんきんの森」は 10年がたち、大きく

育ちました。令和 3年度はコロナウイルスの影響を鑑み、しんきんの森活動は自

粛いたしました。 

 

● 特殊詐欺未然防止 

 

長岡信用金庫では、お客様の大切な財産を守るため、窓口やＡＴＭでの積極的な

声かけなどに努めています。 

平成 29年 6月よりキャッシュカードによるＡＴＭ振込の利用を一部制限させて

いただいております。 

 

● サークル活動 

 

お客様のための様々なサークル活動を行っています。 

 年金友の会 （当金庫で年金をお受取りのお客様の会です。様々な特典がご利

用いただけます。） 

 味覚の会 （女性のお客様限定の会です。） 

 長岡しんきんビジネスクラブ （全国への販路拡大やビジネスに役立つ情報や

サービスをご利用いただけます。） 

 

● その他 

 

 年 2回、営業地域内の景気動向調査を行い、長岡しんきん業種別景気動向レポ

ートを発行しています。 

  

地域振興基金（長岡市） 

地域振興基金（見附市） 

地域振興基金（小千谷市） 

地域振興基金（南魚沼市） 

しんきんの森 
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地域活性化・中小企業支援 
 

● 中小企業支援 

 

 新型コロナウイルスの影響により売上が減少した事業者を対象にした給付金で

ある『事業復活支援金』の事前確認登録機関として事業者支援に取組みまし

た。 

 『長岡しんきん創業サポートデスク』では、創業・開業を目指す方や開業間も

ない方の円滑な事業運営をサポートします。 

 創業支援プラットフォーム『しんきん創業の扉』では、創業にあたっての相談

先を探すことができるほか、創業に役立つおすすめコンテンツなどを掲載して

います。 

 『専門家による無料個別相談会（事業承継・Ｍ＆Ａ）』を毎月行っています。 

 シニア人材と中小企業のマッチングイベント『新現役交流会』を県内 5信金共

催で開催しました。（令和 3年 10月） 

 対面式ビジネスマッチングフェア『しんきん個別商談会』を県内 9信金共催で

開催しました。（令和 3年 11月） 

 お客様の課題解決に取組むため、外部専門家・外部機関等との連携を強化して

います。 

・ゼネラル・パーチェス株式会社との業務提携（令和 4年 3月）。 

 包括的なコスト削減やその実施を通じた収益改善の提案に取組むため。 

・株式会社ラクーンフィナンシャルとの業務提携（令和 4年 3月）。 

 取引代金の未入金リスクの軽減・解消に取組むため。 

 

● 地域貢献活動 

 

 役職員が家庭から食料品を持ち寄り、「フードバンクながおか」に寄贈しま

した。 

（令和 3年 8月） 

 医療従事者の活動を応援するため「寄付金付き投資信託マイヒーロー」を販

売（令和 3年 7月～9月）し、販売件数等に応じた金額を新潟県の「新型

コロナウイルス感染症対策等応援基金」に寄付しました。 

（令和 3年 11月） 

 6月 15日の「信用金庫の日」に向けた地域貢献活動として、毎年、役職員

が献血運動と募金活動に取組んでいます。 

 

● 還付金詐欺被害防止 

 

 還付金詐欺被害を未然に防止したことにより、長岡警察署より感謝状をいた

だきました。 

・江陽支店（令和 3年 12月） 

・中島支店（令和 4年 5月） 

 

● 宮内支店新築移転オープン 

 

 令和 3年 11月 15日に宮内支店が新築移転オープンしました。 

今後も役職員一同、地元の皆様のお役に立てるよう、より一層努力してまい

ります。 

宮内支店をご愛顧いただけますようお願いいたします。 
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長岡信用金庫のあゆみ 
沿革 
明治 42年 有限責任 同志信用組合 設立 

 42年 有限責任 千手町信用組合 設立 

 43年 有限責任 長岡信用組合 設立 【 創業 】 

 45年 有限責任 草生津信用購買組合 設立 

昭和 16年 有限責任 長岡市合同信用組合 設立 

 20年 長岡市内の 5信用組合大同合併により長岡市信用組合の設立 

 20年 本所 移転（長岡市本町 1丁目 214番地） 

 21年 本所 移転新築（長岡市表町 1丁目 396番地甲乙） 

 25年 長岡信用組合に改組 

 26年 長岡信用金庫に改組 

 30年 台町支店 開設 

 34年 全国信用金庫連合会の代理業務取扱開始 

 36年 本店 移転新築（長岡市表町 1丁目 385番地） 

 38年 新町支店 開設 

 42年 大島支店 開設 

 46年 六日町支店 開設 

 47年 預金量 100億円 達成 

 48年 川崎支店 開設 

 50年 本店 移転新築（長岡市大手通 2丁目 4番地 7） 

 50年 預金量 200億円 達成 

 50年 日本銀行と当座預金取引開始 

 51年 宮内支店 開設 

 51年 日本銀行と歳入代理店契約締結 

 53年 預金量 300億円 達成 

 55年 中島支店 開設 

 55年 土合支店 開設 

 55年 栃尾信用金庫と合併 

   栃尾支店 開設 （栃尾信用金庫 本店） 

   関東町支店 開設（栃尾信用金庫 長岡支店） 

   見附支店 開設 （栃尾信用金庫 見附支店） 

 57年 預金量 700億円 達成 

 58年 美園支店 開設 

 63年 江陽支店 開設 

平成 2年 預金量 1,000億円 達成 

 5年 宝支店 開設 

 7年 創業 85年・大同合併 50周年 

 9年 小千谷支店 開設 

 15年 預金量 1,500億円 達成 

 19年 千手支店移転新築 

 22年 創業 100周年 

 22年 預金量 2,000億円 達成 

 24年 栃尾支店移転新築 

令和 2年 創業 110周年 

 3年 宮内支店移転新築 

 

  

昭和 26年頃の本店 

昭和 36年頃の本店 

現在の本店 
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ネットワーク 
信金中央金庫のご案内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

機能 
 

地域の課題を解決する機能 

信用金庫がお客さまのために行っている多様な業務

をサポートし、顧客ニーズの多様化・高度化に信用金

庫が迅速に対応できるよう、中小企業のビジネスマッ
チングや海外展開、個人の資産形成や相続、地域創生

やフィンテックの活用などに取り組んでいます。 

信用金庫のセントラルバンク機能 

信用金庫の収益力向上や健全性確保などに向けて、

信用金庫のセントラルバンクとして、コンサルティン
グ機能のさらなる強化や信用金庫業界のサイバーセキ

ュリティ対策のほか、信用金庫経営力強化制度等の適

時・適切な運営を通じて、信用金庫業界の信用秩序の

維持に万全を期しています。 

機関投資家としての機能 

全国の信用金庫から預け入れられた預金や金融債を

発行して調達した資金を、国内外の金融商品や事業会
社などへの貸出により運用しています。また、グロー

バルに投融資を行っている金融グループとして持続可

能な社会の実現に向け、ＥＳＧ投融資等を推進してい

ます。 

概要（令和 4年 3月末現在） 
 

証券コード  ８４２１（東証上場） 

資金量    ３４兆円 

役職員数   １，２７７人 

拠点数    国内１４店舗 

       海外 ６拠点 

外部格付（令和 4年 3月末現在） 
 

信金中金は、邦銀トップクラスの格付を有しております。 

格付会社 長期 ｱｳﾄﾙｯｸ 短期 

Ｍｏｏｄｙ’ｓ Ａ１ 安定的 Ｐ-１ 

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング Ａ 安定的 Ａ-１ 

格付投資情報センター Ａ＋ 安定的 － 

日本格付研究所 ＡＡ 安定的 － 

グループ紹介 
 

金融の高度化、ＩＴ技術の進展などにより金融機関を取り巻く環境が
大きく変化する中で、信金中金自体の経営基盤の強化や信用金庫の業

務・経営にかかるサポートを行うため、連結子会社９社と一体となって

幅広い金融サービス業務を展開しています。 

 

●証券業務        しんきん証券(株) 

●            信金インターナショナル(株) 

●地域商社業務      しんきん地域創生ネットワーク(株) 
●            ※令和 3年 7月設立・開業 

●海外ビジネス支援業務  信金シンガポール(株) 
●            ※令和 3年 2月設立・7月開業 

●消費者信用保証業務   信金ギャランティ(株) 

●投資運用業務      しんきんアセットマネジメント投信(株) 

●投資・Ｍ＆Ａ仲介業務  信金キャピタル(株) 

●データ処理の受託業務等 (株)しんきん情報システムセンター 

●事務処理の受託業務等  信金中金ビジネス(株) 

 

信用金庫業界のネットワーク（令和 4年 3月末時点） 
 

日本全国に拡がる２５４の信用金庫は、約 7,100 店舗のネットワークを形成しているほか、８９９万人を超える会員と１５８兆円の

預金量を擁しており、わが国の金融業界の中で重要な地位を占めています。 

信金中央金庫 ～信用金庫の「中央金融機関」～ 

 信金中央金庫（略称：信金中金）は、全国の信用金庫を会員とする協同組織形態の金融機関であり、信用金庫の中央金融機関として

1950 年に創立しました。 
 さまざまな金融商品・サービスを提供しているほか、全国の信用金庫から預け入れられた豊富な資金を国内外の金融市場における有

価証券投資や事業会社などへの貸出により運用しています。 
 また、信金中金は、「地域の課題を解決する機能」、「信用金庫のセントラルバンク機能」および「機関投資家としての機能」を有

しており、地域社会の皆さまに質の高いサービスを提供することで、地域におけるさまざまな課題を解決し、信用金庫とともに持続的

な成長を目指しています。 
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キャッシュコーナー 

店舗コード／店名（設置場所） 

 ご利用時間帯  

平日 
土曜日、日曜日 

祝日、12/31 

1/1～1/3 

5/3～5/5 

001／本店営業部 8:00～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

002／千手支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

003／台町支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

004／新町支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

005／大島支店 8:00～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

007／川崎支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

008／宮内支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

009／中島支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

010／土合支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

014／美園支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

015／江陽支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

016／宝支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

006／六日町支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

011／栃尾支店 8:00～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

013／見附支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

017／小千谷支店 8:45～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

長岡駅 8:00～21:00 9:00～19:00 9:00～19:00 

日本精機本社 9:45～17:30 － － 

日本精機高見工場 9:45～18:00 － － 

※川崎支店・中島支店・土合支店・美園支店・六日町支店・小千谷支店については、11：30～12：30までの間、窓口での営業を休止して

おります。（ATMは通常通り営業しております。） 

利用手数料 
 ご利用時間帯 取引 当金庫 他の信用金庫 他の金融機関 ゆうちょ銀行 

平日 

08:00～08:45 
入金 無料 

110 円 220 円 220 円 
出金 110 円 

08:45～18:00 
入金 

無料 無料 110 円 110 円 
出金 

18:00～21:00 
入金 無料 

110 円 220 円 220 円 
出金 110 円 

土曜日 

09:00～14:00 
入金 

無料 無料 220 円 110 円 
出金 

14:00～19:00 
入金 無料 

110 円 220 円 220 円 
出金 110 円 

日曜日 

祝日 
09:00～19:00 

入金 無料 
110 円 220 円 220 円 

出金 110 円 

（注）１．「他の金融機関」の「入金」は、「入金ネット加盟金融機関」のカードのみ使用可能です。 
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主な商品・手数料（令和 4 年 6月 30日現在） 
預金 

種類 特色 期間 お預入金額 

当座預金 安全で便利な小切手によるお取引ができます。 出し入れ自由 1円以上 

普通預金 自由に出し入れができ、給料や年金、配当金等の自動受取に、また、公共料

金の自動支払等にもご利用いただけますし、カードによる出し入れもできま

す。 

出し入れ自由 1円以上 

決済用普通預金 預金保険制度による全額保護されるための要件（利息がつかない、いつでも

引き出せる、各種自動支払に利用できる）を満たしていますので、全額保護

されます。今までの普通預金と同様に、公共料金等の自動支払や給与・年金

等の自動受取りができます。 

出し入れ自由 1円以上 

貯蓄預金 お預け入れ残高により、5階層の金利が設定されています。普通預金と同じ

ように、キャッシュカードで自由にお預け入れやお引き出しができます。た

だし、自動受取（給与、年金等）、自動支払（公共料金、クレジットカード

等）はできません。個人のみ対象の預金です。 

出し入れ自由 1円以上 

通知預金 まとまったお金を7日以上の一時的な期間預け入れる場合に有利な預金で

す。お引き出しの2日前までにご連絡いただく必要があります。 

7日以上 5,000円以上 

納税準備預金 納税に備えるための預金です。お引き出しは原則として納税に限られます。 入金は自由、引き出し

は原則納税時 

1円以上 

しんきん定期性総合口

座、しんきん決済用定

期性総合口座 

普通預金と定期預金が1冊の通帳にまとめてあり、各種サービスと自動ご融

資（定期預金残高の90％以内で最高300万円まで）がご利用になれます。個

人専用の預金です。 

出し入れ自由 1円以上 

スーパー定期 大切な資金を有利に増やす定期預金です。期間は1ヶ月から5年まであり、お

預け入れ時の利率が満期日まで適用され、安全確実です。 

（単利） 

1ヶ月以上5年以内 

（複利） 

3年・4年・5年 

500円以上 

大口定期 まとまった資金を最も有利に運用いただける預金です。金利は金融市場の金

利動向を考慮して設定されます。 

1ヶ月以上 

5年以内 

1,000万円以上 

期日指定定期預金

「輝」 

1年複利の有利で便利な定期預金です。お預け入れの1年後からは、1ヶ月前

のご連絡で自由に満期日をご指定いただけ、ご預金の一部をお引き出しいた

だくこともできます。 

最長3年 

（据置期間1年） 

500円以上 

300万円未満 

変動金利定期預金 市場金利の動向に応じて、6ヶ月毎に金利が変更される預金です。同じ預入

金額階層の大口定期・スーパー定期の6ヶ月ものを指標金利として変更され

ます。 

（単利） 

1年・2年・3年 

（複利）3年 

500円以上 

積立定期預金 毎月のお積立は期日指定定期預金で運用されます。（ボーナスも預け入れで

きます。） 

15ヶ月以上 

15年以内 

1回の積立金額 

500円以上 

しんきん福祉定期預金

「まごころ」 

障害基礎年金等の支給を受けている方に限りご利用いただける期間1年の定

期預金で金利がお得な預金です。 

1年 500円以上 

300万円以下 

しんきん年金定期 当金庫で年金をお受け取りの方、または新規でお受け取りの手続きをされた

方に限りご利用いただける期間1年の定期預金で金利がお得な預金です。 

1年 500円以上 

500万円以下 

一般財形預金 給与や賞与からの天引きを通じて財産づくりができる有利な預金です。お使

いみちは自由で1年たてば自由に引き出しができます。 

3年以上 

（据置期間1年） 

500円以上 

財形住宅預金 給与や賞与からの天引きを通じて住宅の取得や増改築のための資金を積み立

てることを目的とした預金です。財形年金預金と合わせて550万円までの非

課税の特典があります。 

5年以上 1,000円以上 

財形年金預金 給与や賞与からの天引きを通じて退職後の豊かな生活を送るための財産づく

りに最適な年金型の預金です。財形住宅預金と合わせて550万円までの非課

税の特典があります。 

5年以上 1,000円以上 

後見支援預金 家庭裁判所が後見制度支援預金新規契約にかかる「指示書」を交付した方が

ご利用いただける預金です。 

期間の定めはありませ

ん 

1円以上 

スーパー積金 ライフサイクルによる生活設計や事業計画に合わせて、いざという時の備え

または資産形成のために最適です。目標式と定額式の2種類があります。 

6ヶ月以上 

5年以下 

1回の積立金額 

1,000円以上 

給振積金「おとく」 給与振込指定口座をお持ちの個人の方に限りご利用いただける金利優遇の積

金です。 

3年 1回の積立金額 

10,000円以上 

50,000円以下 

保障付定期積金「しん

きんセーフティ積金」 

満期契約金額と積立額の差額を万一の事故の場合保障する交通事故傷害保険

付の積金です。（保険料は当金庫が負担） 

3年以上 

5年以下 

1回の積立金額 

10,000円以上 

消費税専用定期積金

「納め上手！！」 

消費税専用の金利優遇の積金です。ご契約の方は「消費税特別融資」をご利

用することができます。 

6ヶ月以上 

1年以下 

1回の積立金額 

10,000円以上 

定期積金「子育て応援

積金」 

18歳以下のお子様を扶養する保護者の方にご利用いただける積金です。目的

に合わせて掛込回数を36回から60回まで自由に選択することができます。 

3年以上 

5年以下 

1回の積立金額 

10,000円以上 

年金受給者専用積金

｢なないろ積金」 

当金庫で年金受給をされている方、もしくは受給手続きをされた方に限りご

利用いただける積金です。 

3年・4年・5年 1回の積立金額 

10,000円以上 

50,000円以下 

定期積金「職域サポー

ト積金」 

当金庫と職域サポート契約を締結いただいた事業所・各種団体等にお勤めの

方（代表者、役員、社員、パート、アルバイト等非正規社員の方を含む）が

ご利用いただける積金です。 

3年・5年 5,000円以上 

（1,000円単位） 

定期積金「子育てサポ

ート積金」 

「パパ・ママ子育て応援プラス」の認定企業の従業員の方で、18歳以下のお

子様を扶養される保護者の方がご利用いただける積金です。 

3年・5年 5,000円以上 

（1,000円単位） 
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個人ローン 
種類 お使いみち 期間 ご融資金額（極度額） 

しんきん保証基金保証

付住宅ローン 

お住まいの新築・増改築・リフォームをはじめとして、一戸建・マン 35年以内 8,000万円以内 

ション（新築・中古）購入資金ならびに土地購入まで幅広くお使いい   

ただけるローンです。   

   

住まいるいちばんネク

ストV 

 2年以上35年以内 

（特例最長50年以内） 

10,000万円以内 

住まいるアシスト  20年以内 1,000万円以内 

住まいるいちばんセレ

クト 

無担保でお借換ができる住宅ローンです。 20年以内 1,500万円以内 

無担保住宅ローン 住宅の新築・購入、リフォームのほか住宅ローンの借換えにも無担保でご利

用いただけます。 

20年以内 1,500万円以内 

リフォームプラン 家屋増改築、車庫、門扉、塀等の設置、修繕費用等住宅関連資金にご利用い

ただけます。 

15年以内 1,000万円以内 

リフォームプラン・エ

コ 

自宅にかかる資金で、エコ関連設備の購入・設備資金にご利用いただけま

す。 

15年以内 1,000万円以内 

教育ローン 学校納付金（入学金・授業料・寄付金等）や教育関連費用（書籍代・下宿・

引越等）にご利用いただけます。 

16年以内 1,000万円以内 

しんきん教育カードロ

ーン「夢応援」 

就学にかかるすべての費用にご利用いただけます。お子様の在学中は利息の

お支払いだけで、限度額の範囲で繰り越しご利用いただけます。 

5年以内 500万円以内 

しんきんカーライフプ

ラン 

自家用車、二輪車の購入資金のほかに車検費用、免許取得費用など自家用車

に関する一切の資金にご利用いただけます。 

10年以内 1,000万円以内 

福祉プラン 介護用機器購入・設備資金および老人ホームの入居一時金等にご利用いただ

けます。ただし、お申込みされたご本人の親族のための資金とします。 

10年以内 500万円以内 

職域サポートローン 当金庫と職域サポート契約を締結いただいた事業所にお勤めの方がご利用い

ただけます。 

3ヶ月以上10年以内 

 

500万円以内 

リピートプラン しんきん保証基金保証付ローンの利用実績のあるお客様が、次にカーライフ

プラン・教育ローン・リフォームプラン・職域サポートローン等をご利用さ

れる際に保証料を低く設定し更にご利用しやすくしました。 

  

 （自動車関連資金） 10年以内 1,000万円以内 

 （教育関連資金） 16年以内 1,000万円以内 

 （リフォーム関連資金） 15年以内 1,000万円以内 

 （無担保住宅関連資金） 20年以内 1,500万円以内 

カードローン お使い道は自由です。カード一枚で契約額までの借入がいつでも、現金自動

支払機（ＡＴＭ）によってご利用いただけます。 

2年更新 10万円、30万円 

50万円、100万円 

しんきんきゃっするカ

ードローン 

 5年更新 50万円～900万円 

しんきんシルバーきゃ

っするカードローン 

 5年更新 50万円 

シニアライフローン 年金を受給している方専用のローンです。 10年以内 100万円以内 

くらしのローン お使い道は自由です。ただし事業資金、旧債返済資金は除きます。 10年以内 500万円以内 

しんきんスピードロー

ン 

お使い道は自由です。 6ヶ月以上 

10年以内 

10万円以上 

500万円以内 

スーパーフリーローン お使い道は自由です。ただし、事業資金は除きます。 6ヶ月以上 

10年以内 

10万円以上 

1,000万円以下 

ときめきローン お使い道は自由です。 3ヶ月以上 

10年以内 

500万円以内 

 
事業資金 

種類 お使いみち 期間 ご融資金額（極度額） 

手形割引 一般商業手形の割引をいたします。   

手形貸付 仕入資金など短期運転資金をご融資いたします。   

証書貸付 設備資金など長期の資金をご融資いたします。   

当座貸越 約定金額まで当座決済資金をご融資いたします。   

消費税特別融資 消費税専用積金「納め上手」の加入者に、消費税納付資金をご融資いたしま

す。 

1年以内 納付消費税の50％以

内かつ500万円以内の

いずれか低い額 

スーパーローンⅡ 店舗工場の新築などの事業資金、住宅、アパートなどの個人財産形成資金等

幅広い用途にご利用いただける長期、大型のローンです。 

35年以内 1億円以内 

大型オーナーズローン

Ⅱ 

事業資金の必要なお客様に一定の枠内で繰返しご利用いただけるローンで

す。 

2年毎の更新契約 1億円以内 

オーナーズローンⅡ 事業資金の必要なお客様に一定の枠内で繰返しご利用いただけるローンで

す。 

2年毎の更新契約 1,000万円以内 

各種制度融資 当金庫では、新潟県、長岡市、見附市、南魚沼市、小千谷市などの有利な制

度資金を取扱いいたしております。 

  

代理業務貸付 信金中央金庫、日本政策金融公庫などのご融資のお取扱いは当金庫の窓口をご

利用ください。 
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主な手数料 
為替手数料 

  3 万円未満 3 万円以上 

  会員 会員外 会員 会員外 

窓口扱 他行あて電信振込 660 円 880 円 

 当金庫あて 220 円 440 円 

 ※他行あて文書振込 660 円 880 円 

ＡＴＭ扱 他行あて 現金扱 440 円 660 円 

 電信振込 キャッシュカード 275 円 440 円 

 当金庫あて 現金扱 110 円 330 円 

  キャッシュカード 55円 110 円 220 円 275 円 

法人インターネット 他行あて電信振込 275 円 440 円 

テレホンバンキング 当金庫 本支店あて 55円 110 円 220 円 275 円 

テレサービス(HB/FB) 当金庫 同一店内他の口座あて 無料 無料 

個人インターネット 他行あて電信振込 275 円 440 円 

 当金庫あて 無料 無料 

為替自動振込 他行あて電信振込 550 円 770 円 

 当金庫あて 165 円 220 円 330 円 440 円 

※ＡＴＭによる振込は、平日 8：00～8：45および 18：00 以降、土曜日は 14：00以降、日曜、祝日にご利用の場合は、振込手数料とは別に、1件につき

110 円の時間外手数料がかかります。 

 

出資会員割引 

割引対象取引（当金庫あて振込取引に適用されます） 割引前 手数料額 割引後 手数料額 

ＡＴＭ利用振込（現金扱いは除きます） 110 円 55円 

法人インターネットバンキング利用振込 220 円 165 円 

テレホンバンキング利用振込 275 円 220 円 

ホーム、ファームバンキング（HB/FB）利用振込、自動振込 440 円 330 円 

 

代金取立手形手数料 

同一手形交換所内 割引手形、担保手形 取立手数料 1 件につき 220円 

  不渡手形返却料 1 件につき 660円 

  取立手形組戻料 1 件につき 660円 

 上記以外 取立手数料 ※1 1 件につき 110円 

  不渡手形返却料 1 件につき 660円 

  取立手形組戻料 1 件につき 660円 

異なる手形交換所内  本支店間取立手数料 1 件につき 440円 

  他行あて至急取立手数料 1 件につき 880円 

  他行あて普通取立手数料 1 件につき 660円 

  他行あて広域交換取立手数料 1 件につき 660円 

  他行あて手形割引取立手数料 1 件につき 660円 

  不渡手形返却料 1 件につき 660円 

  取立手形組戻料 1 件につき 660円 

※1.自店券および当店券の取立手数料は無料とします。 

 

アンサー基本手数料 

 月間基本手数料（1口座につき） 

アンサーサービス（テレサービス（ＨＢ/ＦＢ）、法人インターネットバンキングサービスを含む） 1,100円 

個人インターネットバンキングサービス 110 円 

（令和 5年 3月 31日までは無料） 

出資会員 無料 

ワンタイムパスワード利用料 無料 

 

両替手数料 

1 枚以上 50枚以下 無料 

51枚以上 300 枚以下 110 円 

301 枚以上 500枚以下 220 円 

501 枚以上 1,000枚以下 330 円 

1,001枚以上 2,000枚以下 660 円 

2,001枚以上 1,000 枚毎に 330円加算 

※ 両替枚数は、お客様の「ご持参現金の合計枚数」と「ご希望金種の受取枚数」のいずれか多い方の枚数とさせていただきます。 

※ 現金による払い戻し時に金種を指定される場合、「払い戻し枚数から、一万円札を除いた枚数」に応じ、両替と同種の手数料を適用させていただきます。 

※ 以下の両替につきましては、無料とさせていただきます。 

（１）汚損した現金の交換 （２）記念硬貨の交換 （３）同一金種の新券への交換 

 

その他 

クレジットカード 「しんきんカード」をはじめ、各種カードの紹介が可能です。 

リースのご案内 しんきんリース(株)が提供する機械設備や自動車などのリースの紹介が可能です。 

詳しくはお近くの長岡信用金庫の窓口にてお問い合わせください。  
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資料編 
ディスクロージャーの記載事項 
※信用金庫法第 89条（銀行法第 21条準用）に基づくディスクロージャーの記載事項 
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ロ．金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び（１）から（４）までに掲げるものの合計額  · · · · · · · · · · ·   36 

（１）破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

（２）危険債権 

（３）三月以上延滞債権（貸出金のみ） 

（４）貸出条件緩和債権（貸出金のみ） 

（５）正常債権 

ハ．自己資本の充実の状況 

（１）定性的な開示事項  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  37～39 

（２）自己資本の構成に関する開示事項  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   40 

（３）定量的な開示事項  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  41～45 

ニ．次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益 

（１）有価証券  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   46 

（２）金銭の信託  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   47 

（３）第１０２条第１項第５号に掲げる取引  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   47 

ホ．貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   47 

ヘ．貸出金償却の額  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   47 

ト．会計監査人による監査を受けている旨  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   47 

※ 確認書 

  （直近の事業年度における財務諸表の正確性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認した代表者署名）  ·   47 

 

６．報酬等の状況  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   48 

 

７．事業年度の末日において、重要事象等が存在する場合には、その旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び 

検討内容並びに当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容  · · · · · · · · ·   （該当ありません） 
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１．概況及び組織に関する事項 
 

イ．事業の組織 
 

事業の組織図（令和 4年 6月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．理事及び監事の氏名及び役職名 
 

役員一覧（令和 4 年 6 月末現在） 

理事長 佐藤 光一  

専務理事 山田 敬司 審査部長 

常務理事 関根 正信 総合企画部長 

常務理事 山下 一弥 総務部長、事務部長 

理事 本田 直利 営業推進部長 

理事 日山 貴史 本店営業部長 兼 中島支店長 

理事（非常勤） 監物 春夫 （注）１  

理事（非常勤） 安藤 栄治 （注）１  

監事 外山 俊栄  

監事（非常勤） 渡邉 仁   （注）２  

監事（非常勤） 江畑 正人  

（注）１．理事 監物 春夫、安藤 栄治は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事で

す。 

（注）２．監事 渡邉 仁は、信用金庫法第 32条第 5項に定める員外監事です。 

 

 

ハ．会計監査人の氏名又は名称 
 

（令和 4年 6 月末現在） 

会計監査人の名称 EY 新日本有限責任監査法人 

非常勤監事

常勤監事

専務理事

理事長

常務理事

常勤理事 常勤監事

常勤理事会

非常勤理事

非常勤監事

理事会監事会

総代会

監査部

監
査
課

総
務
課

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
課

経
営
企
画
課

経
理
証
券
課

営
業
企
画
課

営
業
推
進
課

審
査
課

管
理
課

経
営
支
援
課

事
務
集
中
課

シ
ス
テ
ム
課

本
店
営
業
部

千
手
支
店

台
町
支
店

新
町
支
店

大
島
支
店

六
日
町
支
店

川
崎
支
店

宮
内
支
店

中
島
支
店

土
合
支
店

栃
尾
支
店

見
附
支
店

美
園
支
店

江
陽
支
店

宝
支
店

小
千
谷
支
店

人
事
課

資
産
査
定
課

総務部 総合企画部 営業推進部 審査部 事務部
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ニ．事務所の名称及び所在地 
 

店舗一覧（令和 4 年 6 月末現在） 

本店営業部 長岡市大手通 2丁目 4 番地 7 0258（36）4343 

千手支店 長岡市千手 2丁目 1 番 7号 0258（35）0420 

台町支店 長岡市台町 1丁目 3 番 7号 0258（32）5480 

新町支店 長岡市新町 2丁目 1 番 15 号 0258（32）6460 

大島支店 長岡市大島本町 3丁目 12番地 11 0258（27）0111 

川崎支店 長岡市干場 1丁目 2 番 9号 0258（35）2441 

宮内支店 長岡市宮内 3丁目 8 番 6号 0258（35）3141 

中島支店 長岡市中島 4丁目 15番 12 号 0258（36）1031 

土合支店 長岡市住吉 2丁目 1 番 27 号 0258（36）1037 

栃尾支店 長岡市谷内 2丁目 3 番 26 号 0258（52）1122 

美園支店 長岡市美園 1丁目 2 番 1号 0258（36）8111 

江陽支店 長岡市下柳 2丁目 7 番 24 号 0258（28）1771 

宝支店 長岡市宝 3 丁目 1番地 7 0258（21）2200 

六日町支店 南魚沼市六日町 794番地 4 025（772）4100 

見附支店 見附市新町 2丁目 3 番 23 号 0258（62）5111 

小千谷支店 小千谷市城内 2丁目 9 番 4号 0258（81）1000 

 

営業地区 

長岡市、小千谷市、十日町市（ただし旧松代町、旧松之山町を除く）、柏崎市（ただし大字上輪、大字高畔、大字蕨野、旧高柳町を除

く）、見附市、三条市、燕市、三島郡、刈羽郡、魚沼市、南魚沼市、南魚沼郡、中魚沼郡 
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２．主要な事業の内容 
 

１．預金及び定期積金の受入れ 

 

２．資金の貸付け及び手形の割引 

 

３．為替取引 

 

４．上記 1～3 の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務 

（１）債務の保証又は手形の引受け 

（２）有価証券（（５）に規定する証書をもって表示される金銭債権に該当するもの及び短期社債等を除く。（６）において同じ。）の売

買（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）又は有価証券関連デリバティブ取引（投資の目的をもってするもの

に限る。） 

（３）有価証券の貸付け 

（４）国債証券、地方債証券若しくは政府保証債券（以下「国債証券等」という。）の引受け（売出しの目的をもってするものを除

く。）並びに当該引受けに係る国債証券等の募集の取扱い及びはね返り玉の買取り 

（５）金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務（除く商品投資受益権証書の取得・譲渡に係る付随業務） 

（６）特定目的会社が発行する特定社債（特定短期社債を除き、資産流動化計画において当該特定社債の発行により得られる金銭をも

って金銭債権（民法（明治 29年法律第 89号）第 3編第 1 章第 7節第 1 款に規定する指図証券、同節第 2款に規定する記名式

所持人払証券、同節第 3款に規定するその他の記名証券及び同節第 4款に規定する無記名証券に係る債権並びに電子記録債権法

（平成 19年法律第 102号）第 2条第 1 項に規定する電子記録債権を除く。以下（６）において同じ。）又は金銭債権を信託する

信託の受益権のみを取得するものに限る。以下（６）において同じ。）その他特定社債に準ずる有価証券（以下「特定社債等」と

いう。）の引受け（売出しの目的をもってするものを除く。）又は当該引受けに係る特定社債等の募集の取扱い 

（７）短期社債等の取得又は譲渡 

（８）次に掲げる者の業務の代理 

株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅金融支援機構、独立行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人中小企業基盤

整備機構、独立行政法人農林漁業信用基金、独立行政法人福祉医療機構、年金積立金管理運用独立行政法人、東日本建設業保証

株式会社、一般社団法人しんきん保証基金、財団法人研究開発型企業育成センター、一般財団法人建設業振興基金、日本銀行、

一般社団法人全国石油協会、公益財団法人不動産流通推進センター 

（９）次に掲げる者の業務の代理又は媒介（内閣総理大臣が定めるものに限る） 

イ．金庫（信用金庫及び信用金庫連合会） 

（10）国､地方公共団体､会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱い 

（11）有価証券、貴金属その他の物品の保護預り 

（12）振替業 

（13）両替 

（14）デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）であって信用金庫法施行規則で定めるもの（（５）

に掲げる業務に該当するものを除く。） 

（15）金融等デリバティブ取引（（５）および（14）に掲げる業務に該当するものを除く。） 

（16）ファイナンス・リース取引の媒介（会員又はこれに準ずる者として信用金庫法施行規則で定めるもののためにするものに限

る。） 

（17）地域活性化等業務（信用金庫法施行規則で定めるもの） 

（18）金の取扱い 

 

５．国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券について金融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務（上記４

により行う業務を除く。） 

 

６．法律により信用金庫が営むことのできる業務 

（１）保険業法（平成 7年法律第 105号）第 275条第 1 項により行う保険募集 

（２）当せん金付証票法の定めるところにより、都道府県知事等からの委託または都道府県知事等の承認を得て行われる受託機関から

の再委託に基づき行う当せん金付証票の販売事務等 

（３）高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13年法律第 26号）の定めるところにより、高齢者居住支援センターからの委託を

受けて行う債務保証の申込の受付及び保証債務履行時の事務等（債務の保証の決定及び求償権の管理回収業務を除く。） 

（４）電子記録債権法第 58 条第 2項の定めるところにより、電子債権記録機関の委託を受けて行う電子債権記録業に係る業務 
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３．主要な事業に関する事項 
 

イ．直近の事業年度における事業の概況 
令和 3年度は、「新型コロナウイルス」の感染収束がいまだ見られず、また、経済への悪影響が長期化しており、ワクチ

ン接種の効果もありましたが、ウイルスの変異により感染力も高まり、行動制限の緩和や経済活動の支援等については、段
階的に対応しているところです。 
このような状況下、東京オリンピック・パラリンピックが開催され、大会運営等心配されましたが、日本選手の活躍には

日本中が感動し、無事終了しました。また、海外でも米国大リ－グの大谷選手や、冬季北京オリンピック・パラリンピック
等の日本人選手の活躍が報道され、明るい話題と大きな励ましを与えてもらいました。 
国内では、昨年 10月に岸田新政権が発足し、引き続きコロナの感染防止対策と原材料・仕入れ価格の上昇や原油価格の

高騰に対する経済対策などを優先課題として取組んできました。ところが、今年に入り、ロシアのウクライナ軍事侵攻によ
り新たな影響やリスクの顕在化も見られ、加えて米国の金融政策に起因した円安も進み、更なる対策が必要な状況となって
おります。 
こうした中、当金庫もコロナの感染防止対策を継続するとともに、地域取引先の資金繰りを支え、事業継続・事業再構築

などに関する課題解決営業や、地域経済の回復に向けた支援を最重要課題として積極的に取組んでまいりました。また、手
狭となっていた宮内支店の建替えを行い、昨年 11月の新築オ－プンに合わせた感謝デ－開催や、全店での記念定期預金
（金利上乗せ）キャンペ－ンを実施したことで、多くのお客様に喜んでいただくことができました。その他、ＳＤＧｓや地
域貢献活動にも取り組んだ結果、年度末預金残高 2,188億円、貸出金 898億円となりました。 
一方収益面では、金融緩和政策の継続や貸出金の金利競合など低金利環境が続く中、経費削減等に努め、コア業務純益は

414百万円、当期純利益は 208百万円を確保することができました。 
 
ロ．直近の５事業年度における主要な事業の状況を示す指標 
 

（１）経常収益、（２）経常利益又は経常損失、（３）当期純利益又は当期純損失、（４）出資総額及び出資総
口数、（５）純資産額、（６）総資産額、（７）預金積金残高、（８）貸出金残高、（９）有価証券残高、（10）単
体自己資本比率、（11）出資に対する配当金、（12）職員数 
 

最近５年間の主要な経営指標の推移 

 
 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

経常収益 （千円） 2,562,401 2,521,584 2,722,587 2,492,035 2,509,751 

経常利益 （千円） 221,313 260,279 251,387 286,199 303,571 

当期純利益 （千円） 142,041 184,949 106,055 269,528 208,698 

出資総額 （百万円） 542 540 541 546 543 

出資総口数 （千口） 1,085 1,081 1,083 1,092 1,087 

純資産額 （百万円） 12,660 13,233 11,860 12,870 11,919 

総資産額 （百万円） 216,716 222,007 222,761 242,927 246,572 

預金積金残高 （百万円） 202,882 204,016 207,440 216,185 218,856 

貸出金残高 （百万円） 86,058 87,232 87,299 90,420 89,861 

有価証券残高 （百万円） 94,650 95,844 92,926 101,289 102,015 

単体自己資本比率 （％） 14.82 14.67 14.32 14.33 14.52 

出資に対する配当金（出資 1口当たり） （円） 15 10 10 10 10 

役員数 （人） 12 12 10 11 11 

うち常勤役員数 （人） 8 8 6 7 7 

職員数 （人） 180 172 163 161 162 

会員数 （人） 18,091 17,987 17,841 17,434 17,055 

 

  



 

19 

ハ．直近の２事業年度における事業の状況を示す指標 
 

（１）主要な業務の状況を示す指標 
 

● 業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、コア業務純益及びコア業務純益（投資信託解約損益を除く。） 

● 資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支 

 

業務粗利益（単位：千円、％） 

  令和 2年度 令和 3年度 

資 金運用収支 2,156,773 2,201,882 

 資金運用収益 2,194,304 2,231,256 

 資金調達費用 37,531 29,373 

役 務取引等収支 29,395 20,902 

 役務取引等収益 207,798 190,067 

 役務取引等費用 178,402 169,165 

そ の他の業務収支 20,426 38,949 

 その他業務収益 37,996 46,876 

 その他業務費用 17,569 7,927 

業 務粗利益 2,206,595 2,261,735 

業 務粗利益率 0.97 0.91 

（注）１．「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用（令和 2年度－千円、令和 3年度－千円）を控除して表示しております。 

（注）２．業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100 

 

業務純益（単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

業務純益 399,771 370,719 

実質業務純益 376,272 417,945 

コア業務純益 385,250 414,104 

コア業務純益 
383,096 414,104 

（投資信託解約損益を除く。） 

（注）１．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用） 

業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。 

また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。 

（注）２．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額 

実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。 

（注）３．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益 

国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した

損益です。 

 

● 資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利ざや 

 

資金運用収支の内訳 

  平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％） 

  令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 

資 金運用勘定 227,183 246,994 2,194,304 2,231,256 0.96 0.90 

 うち貸出金 87,581 89,041 1,324,494 1,313,679 1.51 1.47 

 うち預け金 36,018 50,027 72,626 94,949 0.20 0.18 

 うち商品有価証券 － ― － ― － ― 

 うち有価証券 98,346 101,565 755,765 765,949 0.76 0.75 

資 金調達勘定 217,998 238,228 37,531 29,373 0.01 0.01 

 うち預金積金 216,628 223,786 35,549 27,678 0.01 0.01 

 うち譲渡性預金 － ― － ― － ― 

 うち借用金 1,276 14,353 1,513 1,252 0.11 0.00 

（注）１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和 2年度 66百万円、令和 3年度 347 百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用

見合額の平均残高（令和 2 年度 0百万円、令和 3年度 0 百万円）及び利息（令和 2年度 0千円、令和 3年度 0 千円）を、それ

ぞれ控除して表示しております。 

 

利鞘（単位：％） 

 令和 2年度 令和 3年度 

資金運用利回 0.96 0.90 

資金調達原価率 0.85 0.78 

総資金利鞘 0.11 0.12 
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● 受取利息及び支払利息の増減 

 

受取・支払利息の増減（単位：千円） 

   令和 2年度   令和 3年度  

  残高による

増減 

利率による

増減 
純増減 

残高による

増減 

利率による

増減 
純増減 

受 取利息 103,430 △ 97,822 5,608 190,185 △ 153,233 36,952 

 うち貸出金 35,885 △ 70,223 △ 34,338 22,046 △ 32,861 △ 10,815 

 うち預け金 6,025 △ 1,072 4,953 28,018 △ 5,695 22,323 

 うち商品有価証券 － － － ― － － 

 うち有価証券 34,741 △ 4,596 30,145 24,464 △ 14,280 10,184 

支 払利息 1,011 △ 3,534 △ 2,523 2,023 △ 10,181 △ 8,158 

 うち預金積金 917 △ 3,287 △ 2,370 715 △ 8,586 △ 7,871 

 うち譲渡性預金 － － － ― － － 

 うち借用金 4,566 △ 4,741 △ 175 14,384 △ 14,645 △ 261 

（注）１．残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含める方法によって算出しております。 

 

● 総資産経常利益率 

● 総資産当期純利益率 

 

利益率（単位：％） 

 令和 2年度 令和 3年度 

総資産経常利益率 0.12 0.12 

総資産当期純利益率 0.11 0.08 

（注）１．総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益÷総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100 

 

 

（２）預金に関する指標 
 

● 流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高 

 

預金積金及び譲渡性預金平均残高（単位：百万円） 

  令和 2年度 令和 3年度 

流 動性預金 86,464 95,099 

 うち有利息預金 74,207 80,894 

定 期性預金 129,670 128,168 

 うち固定金利定期預金 118,605 117,639 

 うち変動金利定期預金 22 25 

そ の他 493 518 

計  216,628 223,786 

譲 渡性預金 － ― 

合 計 216,628 223,786 

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

（注）２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金 

変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金 

 

● 固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預金の残高 

 

定期預金残高（単位：百万円） 

  令和 2年度 令和 3年度 

定 期預金 115,786 116,078 

 固定金利定期預金 115,763 116,052 

 変動金利定期預金 23 26 

 その他 － ― 
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（３）貸出金に関する指標 
 

● 手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高 

 

貸出金平均残高（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

手形貸付 5,435 5,160 

証書貸付 76,579 78,693 

当座貸越 4,798 4,542 

割引手形 769 645 

合計 87,581 89,041 

 

● 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高 

 

貸出金残高（単位：百万円） 

  令和 2年度 令和 3年度 

貸 出金 90,420 89,861 

 固定金利 52,912 51,104 

 変動金利 37,508 38,757 

 

● 担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額 

 

貸出金の担保別内訳（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

当金庫預金積金 2,227 2,255 

有価証券 － － 

動産 － － 

不動産 25,459 24,187 

その他 15 10 

計 27,702 26,453 

信用保証協会・信用保険 30,769 31,906 

保証 3,184 2,652 

信用 28,762 28,848 

合計 90,420 89,861 

 

債務保証見返の担保別内訳（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

当金庫預金積金 4 9 

有価証券 － － 

動産 － － 

不動産 － － 

その他 － － 

計 4 9 

信用保証協会・信用保険 23 22 

保証 2 0 

信用 99 79 

合計 129 112 

 

● 使途別の貸出金残高 

 

貸出金使途別残高（単位：百万円、％） 

 令和 2年度 令和 3年度 

 貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 

設備資金 23,499 25.9 23,045 25.6 

運転資金 41,908 46.3 42,086 46.8 

住宅ローン 20,690 22.8 20,536 22.8 

消費者ローン 4,322 4.7 4,192 4.6 

合計 90,420 100.0 89,861 100.0 
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● 業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合 

 

貸出金業種別内訳（単位：先、百万円、％） 

  令和 2年度   令和 3年度  

 貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比 

製造業 387 12,033 13.3 377 11,924 13.2 

農業、林業 5 13 0.0 5 14 0.0 

漁業 － － － － － － 

鉱業、採石業、砂利採取業 6 352 0.3 6 338 0.3 

建設業 418 7,784 8.6 416 7,844 8.7 

電気、ガス、熱供給、水道業 3 112 0.1 3 106 0.1 

情報通信業 12 202 0.2 14 165 0.1 

運輸業、郵便業 32 1,695 1.8 32 1,719 1.9 

卸売業、小売業 314 5,125 5.6 304 4,800 5.3 

金融業、保険業 18 7,821 8.6 18 8,834 9.8 

不動産業 314 18,124 20.0 315 17,599 19.5 

物品賃貸業 2 67 0.0 2 72 0.0 

学術研究、専門・技術サービス業 26 349 0.3 29 325 0.3 

宿泊業 13 112 0.1 12 598 0.6 

飲食業 150 1,494 1.6 141 1,469 1.6 

生活関連サービス業、娯楽業 91 965 1.0 99 936 1.0 

教育、学習支援業 3 3 0.0 4 123 0.1 

医療、福祉 25 1,488 1.6 24 1,122 1.2 

その他のサービス 148 1,188 1.3 155 1,327 1.4 

小計 1,967 58,934 65.1 1,956 59,324 66.0 

国・地方公共団体等 5 6,473 7.1 5 5,807 6.4 

個人 5,060 25,012 27.6 4,814 24,729 27.5 

合計 7,032 90,420 100.0 6,775 89,861 100.0 

（注）１．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

 

● 預貸率の期末値及び期中平均値 

 

預貸率（単位：％） 

 令和 2年度 令和 3年度 

期末預貸率 41.82 41.05 

期中平均預貸率 40.42 39.78 

（注）１．預貸率＝貸出金÷（預金積金＋譲渡性預金）×100 
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（４）有価証券に関する指標 
 

● 商品有価証券の種類別の平均残高（該当ありません） 

 

● 有価証券の種類別の残存期間別の残高 

 

令和 2年度（単位：百万円） 

 1 年以下 
1 年超 

3 年以下 

3 年超 

5 年以下 

5 年超 

7 年以下 

7 年超 

10 年以下 
10 年超 

期間の定め

のないもの 
合計 

国債 502 3,040 207 － － 3,676 － 7,427 

地方債 2,091 3,986 4,312 － 2,696 3,674 － 16,761 

短期社債 － － － － － － － － 

社債 3,112 6,204 5,906 4,181 8,098 17,400 － 44,903 

株式 － － － － － － 384 384 

外国証券 503 2,416 3,943 3,086 5,637 11,510 － 27,098 

その他の証券 194 400 1,071 2,426 306 － 313 4,714 

 

令和 3年度（単位：百万円） 

 1 年以下 
1 年超 

3 年以下 

3 年超 

5 年以下 

5 年超 

7 年以下 

7 年超 

10 年以下 
10 年超 

期間の定め

のないもの 
合計 

国債 3,014 206 － － － 4,561 － 7,782 

地方債 2,488 4,592 1,163 － 4,241 3,610 － 16,096 

短期社債 － － － － － － － － 

社債 2,515 7,013 4,861 3,493 9,358 16,558 － 43,800 

株式 － － － － － － 172 172 

外国証券 1,103 2,297 3,823 4,813 3,903 12,840 965 29,746 

その他の証券 199 265 2,709 493 310 － 437 4,417 

 

● 有価証券の種類別の平均残高 

 

有価証券平均残高（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

国債 7,080 7,176 

地方債 17,098 16,312 

短期社債 － － 

社債 43,245 44,743 

株式 301 138 

外国証券 25,913 28,701 

その他の証券 4,707 4,493 

合計 98,346 101,565 

 

● 預証率の期末値及び期中平均値 

 

預証率（単位：％） 

 令和 2年度 令和 3年度 

期末預証率 46.85 46.61 

期中平均預証率 45.39 45.38 

（注）１．預証率＝有価証券÷（預金積金＋譲渡性預金）×100 
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４．事業の運営に関する事項 
 

イ．リスク管理の体制 
 

当金庫では、リスク管理を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、多岐にわたる様々なリスクの把握と適切な管理を通じて、経営の健

全性確保と収益の向上を図っています。 

当金庫のリスク管理体制は、理事会を最終意思決定機関、ＡＬＭ委員会とリスク管理委員会をリスク管理統括部署として位置づけ、リ

スクごとに担当部署が管理要領等を制定し、常時リスクの把握、管理に努めているとともに、監査部がリスク管理状況の検証を実施し、金

庫全体のリスク管理の高度化に努めております。 

 

リスク管理体制組織図（令和 4年 6 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクをいいます。 

● 市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債の価値が変動し損失を被るリス

ク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクをいいます。 

● 流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、又は通常よりも著し

く高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、

通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。 

● オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが不適切であること又は外生的な事象により

損失を被るリスクをいいます。 

 

ロ．法令遵守の体制 
 

コンプライアンス（法令等遵守）について 

金融機関にとって地域の皆様から信頼され信用を維持して行くことがもっとも大切なことであり、当金庫も信用金庫のもつ社会的責任と

公共的使命を果たすため法令等遵守（コンプライアンス）を経営上、最重要課題の一つとして位置付け役職員一人ひとりが自覚と責任を持

って取り組んでおります。 

営業店、本部各部にコンプライアンス責任者を配置し、具体的な手引書および行動指針として「コンプライアンスの手引き」を全員に配

付し、指導、啓蒙に努めております。 

今後も、すでに導入済みの「コンプライアンス検定試験」および定期的な研修会を一層充実させ、コンプライアンス重視の企業風土の醸

成と業務運営に努力していく所存であります。 

 

コンプライアンス基本方針について 

当金庫は、高い公共性と地域社会への貢献を使命としています。この使命を果たしていくため、倫理性の堅持と法令等の遵守、地域社会

への貢献や顧客本位の業務運営、働きやすい職場環境の醸成を目指し、下記の方針をもとに、コンプライアンスを経営上の最重要課題の一

つとして位置付け、役職員一人ひとりが、自覚と責任をもって取り組んでまいります。 

  

リスク管理委員会

理事会

常勤理事会

ＡＬＭ委員会

オペレーショナル

リスク
信用リスク 市場リスク 流動性リスク

総合企画部

事務部

審査部

営業推進部
総務部

総合企画部

総合企画部 総合企画部 総合企画部

審査部

総合企画部

総合企画部

審査部

営業推進部

総合企画部

営業推進部

監
査
部

統括部署

リスク区分

主管部署

担当部署

（
検
証
）

総合企画部 総合企画部 総合企画部 総合企画部営業店
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コンプライアンス基本方針 

 

１．役職員は、信用金庫のもつ社会的使命と公共性を常に自覚し、責任ある健全な業務運営に努めます。 

２．役職員は、あらゆる法令・規則・規範を厳格に遵守し、かりにも社会の批判を受けることのないよう、適正な業務運営に努めます。 

３．役職員は、顧客本位の業務運営を通じて、質の高い金融サービス等の提供に努めます。 

４．役職員は、経営等の情報の積極的、公正な開示をはじめとして、広く地域社会とコミュニケーションを図り、ステークホルダーの声

を受けとめ、信頼を確保し、自らの価値向上を図ります。 

５．役職員は、全ての人々の人権を尊重し、健全で風通しの良い職場環境の確保に努めます。 

６．役職員は、反社会的勢力に対して断固としてこれを排除し、関係遮断を徹底します。また、マネロン対策およびテロ資金供与対策の

高度化に努めます。 

 

 

ハ．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況 
 

創業・新規事業開拓の支援 

① 創業・新事業支援融資実績（令和 3年度中） 19件、76 百万円 

 

成長段階における支援 

① ビジネスマッチングの取組み（令和 3年度中） 

すごもり商談会絆紡 2021（城南信用金庫主催） · · · · · 令和 3年 7月開催、お取引先 3 社参加 

新潟県しんきん個別商談会 · · · · · · · · · · · · · · · 令和 3年 11月開催、お取引先 5 社参加 

 

経営改善・事業再生・業種転換等の支援 

経営改善支援等の取組み実績（令和 3年度中） 

【令和 3年 4 月～令和 4年 3月】（単位：先数、％） 

  期初債務     経営改善 ランクア 再生計画 

  者数 うち経営    支援取組 ップ率 策定率 

  
 

改善支援

取組み先

数 

αのうち

期末に債

務者区分

がランク

アップし

た先数 

αのうち

期末に債

務者区分

が変化し

なかった

先数 

αのうち

再生計画

を策定し

ている全

ての先数 

み率 
  

  Ａ α β γ δ α/Ａ β/α δ/α 

正常先 ①  1,587 0  0 0 -  - 

 要注意先（うちその他要注意先） ②  264 18 1 17 16 6.81 5.55 88.88 

     （うち要管理先） ③  6 1 0 0 1 16.66 0.00 100.00 

 破綻懸念先 ④  46 3 0 3 3 6.52 0.00 100.00 

 実質破綻先 ⑤  23 0 0 0 0 - - - 

 破綻先 ⑥  2 0 0 0 0 - - - 

小計（②～⑥の計）  341 22 1 20 20 6.45 4.54 90.90 

合計  1,928 22 1 20 20 1.14 4.54 90.90 

 

地域活性化に関する取組状況 

当金庫は、地域活性化に資するため、「長岡しんきん地域振興基金」事業など様々な地域貢献活動に取組んでいます。詳しくは 4～6ペ

ージをご覧下さい。 

 

※ 「経営者保証に関するガイドライン」への取組み 
 

当金庫では「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則の趣旨や

内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入や保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するための態勢を整備しています。また、経営者

保証の必要性については、お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン等の記載内

容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。 

 

（単位：件、％） 

 令和 3年度 

新規に無保証で融資した件数 50 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 3.96 

保証契約を解除した件数 29 

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数 

（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る） 

0 
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ニ．金融ＡＤＲ制度への対応 
 

当金庫における苦情処理措置・紛争解決措置等の概要 

当金庫は、お客様からの相談・苦情・紛争等（以下「苦情等」という。）を営業店または総務部コンプライアンス課で受付けています。 

 

① 苦情等のお申し出があった場合、申し出内容を十分に伺ったうえ、内部調査を行って事実関係の把握に努めます。 

 

② 事実関係を把握したうえで、営業店・関係部署等とも連携を図り、迅速・公平にお申し出の解決に努めます。 

 

③ 苦情等のお申し出については記録・保存し、対応結果に基づく改善措置を徹底して再発防止や未然防止に努めます。 

苦情等は、営業店または次の担当部署へお申し出下さい。 

 長岡信用金庫 総務部 コンプライアンス課 

住所 〒940-8660 新潟県長岡市大手通 2 丁目 4番地 7 

電話番号 0258-37-5430 

ＦＡＸ番号 0258-35-2445 

Ｅメール shinkin@nagaoka-shinkin.com 

受付日 

時間 

信用金庫営業日 

9:00～17：00 

受付媒体 電話、手紙、面談、ＦＡＸ、Ｅメール 

※お客様の個人情報は苦情等の解決を図るため、またお客様とのお取引を適切かつ円滑に行うために利用いたします。 

 

④ 当金庫のほかに、一般社団法人全国信用金庫協会が運営する「全国しんきん相談所」並びに一般社団法人関東信用金庫協会が運営する

「関東地区しんきん相談所」をはじめとする他の機関でも苦情等のお申し出を受け付けています。詳しくは上記総務部コンプライアン

ス課にご相談ください。 

 全国しんきん相談所 

（一般社団法人全国信用金庫協会） 

関東地区しんきん相談所 

（一般社団法人関東信用金庫協会） 

住所 〒103-0028 東京都中央区八重洲 1-3-7 〒104-0031 東京都中央区京橋 3-8-1 

電話番号 03-3517-5825 03-5524-5671 

受付日 

時間 

月～金（祝日、12月 31日～1月 3日を除く） 

9：00～17：00 

月～金（祝日、12月 31日～1月 3日を除く） 

9：00～17：00 

受付媒体 電話、手紙、面談 電話、手紙、面談 

 

⑤ 東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京三弁護士会」という）が設置運営する仲裁センター等並びに新潟県

弁護士会が設置運営する示談あっせんセンターで紛争の解決を図ることも可能ですので、総務部コンプライアンス課または上記全国し

んきん相談所へお申し出ください。なお、各弁護士会に直接申し立てていただくことも可能です。 

名称  東京三弁護士会  新潟県弁護士会示談あっせ 

 東京弁護士会紛争解決セン

ター 

第一東京弁護士会仲裁セン

ター 

第二東京弁護士会仲裁セン

ター 

んセンター 

住所 〒100-0013 東京都千代

田区霞ヶ関 1-1-3 

〒100-0013 東京都千代

田区霞ヶ関 1-1-3 

〒100-0013 東京都千代

田区霞ヶ関 1-1-3 

〒951-8126 新潟県新潟

市中央区学校町通 1-1 

電話番号 03-3581-0031 03-3595-8588 03-3581-2249 025-222-5533 

受付日 

時間 

月～金 

（祝日、年末年始を除く） 

9：30～12：00 

13：00～15：00 

月～金 

（祝日、年末年始を除く） 

10：00～12：00 

13：00～16：00 

月～金 

（祝日、年末年始を除く） 

9：30～12：00 

13：00～17：00 

月～金 

（祝日、年末年始除く） 

9：00～12：00 

13：00～17：00 

 

⑥ 東京三弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客様にもご利用いただけます。その際には、次の（１）、（２）の方法によ

り、お客様のアクセスに便利な東京以外の弁護士会の仲裁センター等を利用することもできます。なお、ご利用いただける弁護士会に

ついては、あらかじめ、東京三弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫総務部コンプライアンス課にお尋ねいただくか、東京三弁

護士会のホームページをご覧ください。 

（１）現地調停 

東京三弁護士会の調停人とそれ以外の弁護士会の調停人がテレビ会議システム等を用いて、共同して紛争の解決にあたります。

例えば、お客様は、新潟県弁護士会の示談あっせんセンター等にお越しいただき、当該弁護士会の調停人とは面談で、東京三弁

護士会の調停人とはテレビ会議システム等を通じてお話いただくことにより、手続きを進めることができます。 

（２）移管調停 

当事者間の同意を得たうえで、東京以外の弁護士会に案件を移管します。例えば、新潟弁護士会の示談あっせんセンター等に案

件を移管し、当該弁護士会の仲裁センター等で手続きを進めることができます。 

 

⑦ 当金庫の苦情等の対応 

当金庫は、お客様からの苦情等のお申し出に迅速・公平かつ適切に対応するため、以下のとおり金融 ADR制度も踏まえ、内部管理態勢

等を整備して苦情等の解決を図り、もって当金庫に対するお客様の信頼性の向上に努めます。 

（１）営業店および各部署に責任者をおくとともに、総務部コンプライアンス課がお客様からの苦情等を一元的に管理し、適切な対応

に努めます。 

（２）苦情等のお申し出については事実関係を把握し、営業店、関係部署および総務部コンプライアンス課が連携したうえ、速やかに

解決を図るよう努めます。 

mailto:shinkin@nagaoka-shinkin.com
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（３）苦情等の対応にあたっては、解決に向けた進捗管理を行うとともに、苦情等のお申し出のあったお客様に対し、必要に応じて手

続きの進行に応じた適切な説明を営業店および総務部コンプライアンス課から行います。 

（４）お客様からの苦情等のお申し出は、全国しんきん相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に

応じて適切な機関をご紹介いたします。 

（５）紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することができます。その際には、当該仲裁センター等の

規則等も踏まえ、適切に協力します。 

（６）お申し出のあった苦情等を記録・保存し、その対応結果に基づき、苦情等に対応する態勢の在り方の検討・見直しを行います。 

（７）苦情等への対応が実効あるものとするため、内部監査部門が検証する態勢を整備しています。 

（８）苦情等に対応するため、関連規定等に基づき業務が運営されるよう、研修等により金庫内に周知・徹底します。 

（９）お客様からの苦情等は、業務改善・再発防止等に必要な措置を講じることにより、今後の業務運営に活かしていきます。 

 

 

苦情等への取組体制 
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５．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項 
 

イ．貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書 
 

貸借対照表（単位：百万円） 

科目 

令和 2年度 

令和 3年 3 月 31日 

現在 

令和 3年度 

令和 4年 3 月 31日 

現在 

科目 

令和 2年度 

令和 3年 3 月 31日 

現在 

令和 3年度 

令和 4年 3 月 31日 

現在 

（資産の部）   （負債の部）   

現金 2,728 2,185 預金積金 216,185 218,856 

預け金 41,826 42,613 当座預金 4,258 4,025 

買入金銭債権 4,493 7,481 普通預金 83,169 86,775 

金銭の信託 0 - 貯蓄預金 692 618 

有価証券 101,289 102,015 通知預金 50 - 

国債 7,427 7,782 定期預金 115,786 116,078 

地方債 16,761 16,096 定期積金 11,127 10,387 

社債 44,903 43,800 その他の預金 1,100 971 

株式 384 172 借用金 13,167 15,152 

その他の証券 31,812 34,163 借入金 13,167 15,152 

貸出金 90,420 89,861 その他負債 357 320 

割引手形 573 625 未決済為替借 18 20 

手形貸付 5,550 4,957 未払費用 59 53 

証書貸付 79,211 78,971 給付補塡備金 6 5 

当座貸越 5,084 5,307 未払法人税等 75 24 

その他資産 1,254 1,245 前受収益 76 74 

未決済為替貸 11 11 払戻未済金 2 2 

信金中金出資金 930 930 払戻未済持分 0 1 

未収収益 281 286 職員預り金 89 84 

その他の資産 30 15 その他の負債 26 51 

有形固定資産 1,690 1,712 賞与引当金 51 52 

建物 464 576 退職給付引当金 77 53 

土地 1,043 1,003 役員退職慰労引当金 49 66 

建設仮勘定 47 - 睡眠預金払戻損失引当金 18 18 

その他の有形固定資産 134 132 偶発損失引当金 21 19 

無形固定資産 13 9 債務保証 129 112 

ソフトウェア 8 4 負債の部合計 230,057 234,652 

その他の無形固定資産 5 5 （純資産の部）   

繰延税金資産 65 436 出資金 546 543 

債務保証見返 129 112 普通出資金 546 543 

貸倒引当金 △ 985 △ 1,101 利益剰余金 11,825 12,023 

（うち個別貸倒引当金） （△ 904） （△ 973） 利益準備金 541 546 

   その他利益剰余金 11,283 11,476 

   特別積立金 10,700 11,000 

   （地域振興基金積立金） （300） （300） 

   当期未処分剰余金 583 476 

   処分未済持分 △ 0 △ 0 

   会員勘定合計 12,371 12,566 

   その他有価証券評価差額金 499 △ 647 

   評価・換算差額等合計 499 △ 647 

   純資産の部合計 12,870 11,919 

資産の部合計 242,927 246,572 負債及び純資産の部合計 242,927 246,572 

注記事項（貸借対照表関係） 

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものに

ついては時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法に

より行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成 10年 4 月 1日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く。）並びに平成 28 年 4月 1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物   7 年～39年 

 その他  3 年～35年 

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能

期間（5年）に基づいて償却しております。 

５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債



 

29 

務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、

１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求

め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店（営業関連部署）が資産査定を実施し、審査部が二次査定を行い、当該各部署

から独立した監査部（資産監査部署）が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ

る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 751 百万円であります。 

６．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しており

ます。 

７．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上

しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額

基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

 数理計算上の差異 各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から損益処理 

また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており

ます。 

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとお

りであります。 

① 制度全体の積立状況に関する事項（令和 3年 3 月 31日現在） 

  年金資産の額 1,732,930百万円 

  年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額 1,817,887百万円 

  差引額 △ 84,957 百万円 

② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和 3年 3 月 31日現在） 0.1860 ％ 

③ 補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 178,469百万円及び別途積立金 93,511百万円であります。本

制度における過去勤務債務の償却方法は期間 19年 0 ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該

償却に充てられる特別掛金 32百万円を費用処理しております。 

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金

庫の実際の負担割合とは一致しません。 

８． 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末ま

でに発生していると認められる額を計上しております。 

９． 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生

する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。 

１０．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。 

１１．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除

対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。  

１２．役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役

務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替

業務に基づくものがあります。 

為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を

認識しております。貸金庫に係る固定利用料等については、契約負債を前受収益として計上し利用期間に按分しておりますが、履行

義務の充足が１年超となる取引はありません。 

１３．会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼ

す可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 1,101百万円 

  貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として５.に記載しております。 

  主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来 

 の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。 

  なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒 

 引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

繰延税金資産 436百万円 

  繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、将来 

 の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった 

 場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

減損損失 1 百万円、有形固定資産 1,712百万円 

  有形固定資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産又は資産グループの将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の 

 判定を実施しております。有形固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フローについて一定の仮定を設定してお 

 ります。この仮定は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生したキャッシュ・フロー 

 が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、減損損失及び有形固定資産の金額に重要な影響を与える可能性があり 

 ます。  

１４．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 71百万円 
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１５．有形固定資産の減価償却累計額 2,596百万円 

１６．有形固定資産の圧縮記帳額 23 百万円 

１７．貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＡＴＭの一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しておりま

す。 

１８．信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の

「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価

証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び

に債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は

賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 303 百万円 

危険債権額    3,356百万円 

三月以上延滞債権額 11 百万円 

貸出条件緩和債権額 623 百万円 

合計額 4,294百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ

ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及

び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

 三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準

ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債

権に該当しないものであります。 

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります  

１９．手形割引は、業種別監査委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、

商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

面金額は 625百万円であります。 

２０．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

 預け金   2,300百万円（借用金担保） 

 有価証券 16,138百万円（借用金担保及び歳入代理店共通担保） 

担保資産に対応する債務 

 借用金  15,152百万円 

 上記のほか、為替決済の取引の担保として預け金 6,000百万円を、公金取扱等の担保として保証金 1 百万円を差し入れておりま

す。 

 また、その他の資産のうち上記以外の保証金は 0百万円であります。 

２１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第 2 条第 3項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は 290 百

万円であります。 

２２．出資 1口当たりの純資産額 10,960円 21 銭 

２３．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。 

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）をしております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。 

また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。 

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。 

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。 

また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当金庫は、融資規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報

管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。 

これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に経営陣による融資委員会や理事会を開催し、審議・報告

を行っております。 

さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。 

② 市場リスクの管理 

（ⅰ）金利リスクの管理 

当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。 

ＡＬＭに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬＭ委員会において決定されたＡＬ

Ｍに関する方針に基づき、理事会等において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。 

日常的には総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニ

タリングを行い、月次ベースで理事会等に報告しております。 

（ⅱ）為替リスクの管理 

当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。 
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（ⅲ）価格変動リスクの管理 

有価証券を含む市場運用商品の保有については、ＡＬＭ委員会の方針に基づき、理事会等の監督の下、資金運用基準に従い行わ

れております。 

このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを

通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。 

総合企画部で保有している株式の多くは、純投資目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリ

ングしています。 

これらの情報は総合企画部を通じ、理事会等及びＡＬＭ委員会において定期的に報告されております。 

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報 

当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、｢預け金｣、｢有価証券｣のうち債券、｢貸

出金｣、｢預金積金」及び｢借用金｣であります。 

当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行規則第 132条第 1項第 5 号ニ等の規定に基づき、自己

資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項」（平成 26年金融庁告示第 8号）において通貨ごとに規定された金利シ

ョックを用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。 

当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ご

との金利変動幅を用いております。 

なお、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をい

い、日本円金利の場合 1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、対象となる金融商品の時価は、10,533百万円

減少するものと把握しております。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりませ

ん。 

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。 

当金庫では、「預け金」、「有価証券」、「買入金銭債権」、「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」の市場リスク量をＶａＲにより月

次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。 

当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間 252日、信頼区間 99％、観測期間 5年）により算出しており、令和 4 年 3月 31日

（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で 4,754百万円です。 

ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考え

られないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整な

どによって、流動性リスクを管理しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも

あります。 

なお、金融商品のうち貸出金、預け金、預金積金、借用金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しており

ます。 

２４．金融商品の時価等に関する事項 

令和 4年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）

については（注 1）参照）。なお、市場価格のない非上場株式等は、次表には含めておりません（（注 2）参照）。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）預け金 （＊１） 42,613 42,852 239 

（２）有価証券    

満期保有目的の債券 290 290 － 

その他有価証券 101,703 101,703 － 

（３）貸出金 （＊１） 89,861   

貸倒引当金 （＊２） △ 973   

 88,888 90,896 2,008 

金融資産計 233,494 235,741 2,247 

（１）預金積金 （＊１） 218,856 218,970 114 

（２）借用金 （＊１） 15,152 15,157 4 

金融負債計 234,008 234,127 118 

（＊１）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」が含まれておりま

す。 

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法） 

金融資産 

（１）預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預

け金については、残存期間に基づく区分ごとに、市場金利（国債金利）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載

しております。 

（２）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、取引所の価

格又は公表されている基準価額又は取引金融機関から掲示された価格によっております。 
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（３）貸出金 

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、

その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対

照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。） 

② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額 

③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（国債金利）で割り

引いた価額 

金融負債 

（１）預金積金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価

は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金

額として記載しております。その割引率は、市場金利（国債金利）を用いております。 

（２）借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当金庫の信用状態は実行後大きく異なっていない

ことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、

一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利（国債金利）で割り引いて現在価値を算定し、その算出結

果を時価に代わる金額として記載しております。 

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式（＊１） 21 

合計 21 

（＊１）非上場株式については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年

３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

２５．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

満期保有目的の債券（単位：百万円） 

 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 80 80 0 

その他 － － － 

小計 80 80 0 

時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 210 209 △ 0 

その他 － － － 

小計 210 209 △ 0 

合計  290 289 △ 0 

 

その他有価証券（単位：百万円） 

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

株式 150 103 47 

債券 36,171 35,766 404 

国債 4,792 4,716 76 

地方債 10,041 9,904 136 

短期社債 － － － 

社債 21,337 21,145 191 

その他 11,533 11,176 357 

小計 47,855 47,046 809 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

株式 － － － 

債券 31,217 31,889 △ 671 

国債 2,989 3,097 △ 108 

地方債 6,054 6,165 △ 111 

短期社債 － － － 

社債 22,173 22,625 △ 452 

その他 22,630 23,596 △ 966 

小計 53,847 55,485 △ 1,637 

合計  101,703 102,532 △ 828 
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２６．当事業年度中に売却したその他有価証券（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

株式 － － － 

債券 902 8 0 

国債 503 1 0 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 399 6 － 

その他 710 1 0 

合計 1,613 9 0 

２７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比

べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表

計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、ありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準の概要は、以下のとおりであります。 

・時価が取得原価に対して、50％以上下落した銘柄。 

・時価が取得原価に対して、30％以上 50％未満下落し、時価の推移や格付が一定水準以下の銘柄。 

２８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件

について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

23,671百万円であります。このうち契約残存期間が 1年以内のものが 7,430 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャ

ッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由

があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている

金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

２９．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金・償却 477 百万円 

退職給付引当金 14  

減価償却 35  

減損損失 40  

有価証券償却 22  

賞与引当金 14  

役員退職慰労引当金 18  

その他 32  

その他有価証券評価差額金 272  

繰延税金資産小計 929  

評価性引当額 △ 448  

繰延税金資産合計 480  

   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 43  

繰延税金負債合計 43  

繰延税金資産の純額 436  

３０．会計方針の変更 

（収益認識に関する会計基準の適用） 

企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度

の期首から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更しております。この変更による計算書類への影響は軽微であり

ます。 

なお、収益認識会計基準第８９項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に従って消費税等が算入

された固定資産等の取得原価から消費税等相当額を控除しておりません。 

（時価の算定に関する会計基準の適用） 

企業会計基準第３０号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日）（以下、「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度

の期首から適用し、時価算定会計基準第１９項及び企業会計基準第１０号「金融商品に関する会計基準」（令和元年７月４日）第４４

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これに

よる計算書類への影響はありません。 

３１．表示方法の変更 

信用金庫法施行規則の一部改正（令和２年１月２４日内閣府令第３号）が令和４年３月３１日から施行されたことに伴い、信用金庫

法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示して

おります。 
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損益計算書（単位：千円） 

科目 
令和 2年度 

令和 2年 4 月 1日から令和 3年 3月 31日まで 

令和 3年度 

令和 3年 4 月 1日から令和 4年 3月 31日まで 

経常収益 2,492,035 2,509,751 

資金運用収益 2,194,304 2,231,256 

貸出金利息 1,324,494 1,313,679 

預け金利息 72,626 94,949 

有価証券利息配当金 755,765 765,949 

その他の受入利息 41,418 56,677 

役務取引等収益 207,798 190,067 

受入為替手数料 98,039 85,308 

その他の役務収益 109,759 104,759 

その他業務収益 37,996 46,876 

国債等債券売却益 7,737 9,930 

その他の業務収益 30,258 36,946 

その他経常収益 51,935 41,550 

償却債権取立益 46,088 35,487 

株式等売却益 － 17 

金銭の信託運用益 0 0 

その他の経常収益 5,847 6,045 

経常費用 2,205,835 2.206,180 

資金調達費用 37,531 29,373 

預金利息 32,050 24,621 

給付補塡備金繰入額 3,499 3,057 

借用金利息 1,513 1,252 

その他の支払利息 469 442 

役務取引等費用 178,402 169,165 

支払為替手数料 30,508 22,887 

その他の役務費用 147,893 146,277 

その他業務費用 17,569 7,927 

国債等債券売却損 2,246 229 

国債等債券償還損 14,468 5,860 

その他の業務費用 854 1,837 

経費 1,838,650 1,846,212 

人件費 1,190,158 1,185,288 

物件費 612,164 581,575 

税金 36,327 79,348 

その他経常費用 133,681 153,502 

貸倒引当金繰入額 72,694 121,991 

貸出金償却 25,652 29,718 

その他の経常費用 35,334 1,793 

経常利益 286,199 303,571 

特別利益 5 99 

固定資産処分益 5 99 

特別損失 5,845 50,597 

固定資産処分損 5,185 48,865 

減損損失 659 1,731 

税引前当期純利益 280,359 253,073 

法人税、住民税及び事業税 92,934 43,143 

法人税等調整額 △ 82,103 1,232 

法人税等合計 10,831 44,375 

当期純利益 269,528 208,698 

繰越金（当期首残高） 313,732 267,934 

当期未処分剰余金 583,260 476,633 

注記事項（損益計算書関係） 

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．出資 1 口当りの当期純利益金額 191円 55銭 

３．「その他の経常収益」には、睡眠預金の時効利益計上 4,349千円を含んでおります。 

４．「その他の経常費用」には、保証協会責任共有制度未払負担金 1,160 千円を含んでおります。 
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剰余金処分計算書（単位：千円） 

科目 
令和 2年度 

令和 2年 4 月 1日から令和 3年 3月 31日まで 

令和 3年度 

令和 3年 4 月 1日から令和 4年 3月 31日まで 

当期未処分剰余金 583,260 476,633 

積立金取崩額 － 2,656 

 利益準備金取崩額 － 2,656 

剰余金処分額 315,325 210,876 

利益準備金 4,487 － 

普通出資に対する配当金 10,837 10,876 

 （年 2％） （年 2％） 

特別積立金 300,000 200,000 

繰越金（当期末残高） 267,934 268,413 
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ロ．金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び（１）から（４）までに掲げるものの合計額 
 
（１）破産更生債権及びこれらに準ずる債権 
（２）危険債権 
（３）三月以上延滞債権（貸出金のみ） 
（４）貸出条件緩和債権（貸出金のみ） 
（５）正常債権 
 

信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況（単位：百万円、％） 

区分 

開示残高 保全額   保全率 引当率 

  

担保・保証

等による回

収見込額■ 

貸倒引当金   

(a) (b) (c) (d) (b)/(a) d/(a-c) 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 令和 2年度 409 409 329 79 100.00 100.00 

 令和 3年度 303 303 260 42 100.00 100.00 

危険債権  令和 2年度 3,038 2,813 1,989 824 92.60 78.58 

  令和 3年度 3,356 3,058 2,128 930 91.13 75.75 

要管理債権  令和 2年度 627 526 502 23 83.79 18.92 

  令和 3年度 634 500 443 57 78.84 30.02 

 三月以上延滞債権 令和 2年度 － － － － － － 

  令和 3年度 11 12 11 0 109.07 0.00 

 貸出条件緩和債権 令和 2年度 627 526 502 23 83.79 18.92 

  令和 3年度 623 488 432 56 78.31 29.50 

小計（Ａ）  令和 2年度 4,075 3,748 2,820 928 91.99 73.98 

  令和 3年度 4,294 3,862 2,832 1,030 89.94 70.46 

正常債権（Ｂ）  令和 2年度 86,521      

  令和 3年度 85,720      

総与信残高  令和 2年度 90,596      

（Ａ）+（Ｂ）  令和 3年度 90,014      

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻

に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

（注）２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の

回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。 

（注）３．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計

額です。 

（注）４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。 

（注）５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三

月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。 

（注）６．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債

権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。 

（注）７．「担保・保証等による回収見込額」(c)は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認め

られる額の合計額です。 

（注）８．「貸倒引当金」(d)には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。 

（注）９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の

社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募

（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務

保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃

貸借契約によるものに限る。）です。 

 

不良債権比率（単位：％） 

不良債権比率 令和 2年度 4.49 

 令和 3年度 4.77 
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ハ．自己資本の充実の状況 
 

（１）定性的な開示事項 
 

● 自己資本調達手段の概要 

当金庫の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構成されております。なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次

のとおりです。 

発行主体 長岡信用金庫 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 543 百万円 

配当率 年 2.00% 

償還期限 － 

 

● 自己資本の充実度に関する評価方法の概要 

自己資本の充実度に関しまして、自己資本比率は国内基準である 4%を上回っており、経営の健全性・安全性を充分保っております。ま

た、当金庫は、各エクスポージャー（リスクに晒されている資産。貸出金、有価証券など。）が一分野に集中することなく、リスク分散

が図られていると評価しております。一方、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通

じ、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策として考えております。なお、収支計画については、貸出金計画に

基づいた利息収入や市場環境を踏まえた運用収益など、足元の状況を十分に踏まえた上で策定された極めて実効性の高いものでありま

す。 

 

● 信用リスクに関する次に掲げる事項（証券化エクスポージャーを除く） 

①リスク管理の方針及び手続の概要 

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を受けるリスクをいいます。当金庫では、信用リスクを

当金庫が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した「クレジットポリシー」を

制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しています。信用リスクの評価につ

きましては、当金庫では、信用格付制度を導入しております。以上、一連の信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会や

ＡＬＭ委員会で協議検討を行うとともに、必要に応じて理事会、常勤理事会といった経営陣に対して報告する態勢を整備しておりま

す。貸倒引当金は、「資産自己査定規定」及び「償却・引当金計上基準」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸

倒実績率を基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。 

②リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称 

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の 4つの機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格

格付機関の使い分けは行っておりません。「株式会社格付投資情報センター」、「株式会社日本格付研究所」、「ムーディーズ・インベス

ターズ・サービス・インク」、「スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ」ただし、株式投資信託について

は、上記 4 機関のほか「フィッチ・レーティングス・リミテッド」を加え 5つの機関を採用しております。 

 

● 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 

当金庫は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するために、取引先に

よっては、不動産等担保や信用保証協会保証による保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使

途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行っております。また、判断の結果、担保又は保

証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱いに努めております。バーゼ

ルⅢにおける信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な担保には、預金積金等があり、担保に関する手続については、当金庫が

定める「融資規定」や「担保評価基準取扱要領」等により、適切な事務取扱い並びに適正な評価・管理を行っております。一方、当金

庫が扱う主要な保証には、政府保証と同様の信用度を持つ新潟県信用保証協会、金融機関エクスポージャーとして適格格付機関が付与

している格付により信用度を判定する一般社団法人しんきん保証基金等があります。また、お客さまが期限利益を失われた場合には、

全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、金庫が定める「管理回収事務取扱要領」等により、適切な取扱

いに努めております。なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏

ることなく分散されております。 

 

● 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要（該当ありません） 

 

● 証券化エクスポージャーに関する次に掲げる事項 

①リスク管理の方針及びリスク特性の概要 

証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先劣後構造の関係にある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一

部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをいいま

す。一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されます

が、当金庫においては、有価証券投資の一環で投資家として証券化取引を行っております。当金庫が保有する証券化エクスポージャ

ーについては、信用リスク及び市場リスクが内包されていますが、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・

管理を行っております。また、一部に市場流動性リスクが内包されており、流動性・換金性の低下にともない、換金ができない、ま

たは条件が非常に不利になる可能性があります。 

②自己資本比率告示第 248条第 1項第 1号から第 4号まで（自己資本比率告示第 302条の 2第 2項において準用する場合を含む。）に

規定する体制の整備及びその運用状況の概要 

証券化エクスポージャーへの投資可否については、市場環境、証券化エクスポージャーおよびその裏付資産に係る市場の状況等、当

該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタリングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的又は適時に入手

可能であることを市場部門において事前に確認するとともに、当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、当

該証券化商品に内包されるリスクおよび構造上の特性の分析を行い、担当役員の決議により最終決定することとしております。ま

た、保有している証券化エクスポージャーについては、市場部門において当該証券化エクスポージャーおよびその裏付資産に係る情
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報を証券会社や出資先等から定期的および適時に収集し、必要に応じて個別案件ごとに信用補完の十分性やスキーム維持の蓋然性等

の検証を行うこととしております。 

③信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針 

当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引および再証券化取引を用いておりません。 

④証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称 

当金庫は標準的手法を採用しております。 

⑤証券化取引に関する会計方針 

証券化取引に関する金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識、その評価及び会計処理については、企業会計基準委員会の「金融

商品に関する会計基準」等に準拠しております。 

⑥証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称 

証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の 4つの機関を採用しています。なお、エクスポ

ージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。「株式会社格付投資情報センター」、「株式会社日本格付研究

所」、「ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク」、「スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ」 

 

● オペレーショナル・リスクに関する次に掲げる事項 

①リスク管理の方針及び手続の概要 

当金庫は、オペレーショナル・リスクについて、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リ

スクの各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理方法に関するリスク管理の基本方針を定めてリスクを認識し、評価して

おります。特に、事務リスク管理については、本部・営業店が一体となり、厳正な「事務取扱要領」等の整備、その遵守を心掛ける

ことはもちろんのこと、日頃の事務指導や研修体制の強化、さらには牽制機能としての事務検証などに取組み、事務品質の向上に努

めております。その他のリスクについては、苦情相談窓口の設置による苦情に対する適切な処理、個人情報及び情報セキュリティ体

制の整備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重要視した管理態勢の整備に努めておりま

す。リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用することとし、態勢を整備しております。また、これらリスクに関しま

しては、リスク管理委員会等におきまして、協議・検討するとともに、必要に応じて経営陣による理事会等において、報告する態勢

を整備しております。 

②オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称 

当金庫は基礎的手法を採用しております。 

 

● 銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要 

上場株式、上場優先出資証券にかかるリスクの認識については、時価評価によるリスク計測によって把握するとともに、当金庫の抱え

る市場リスクの状況や、設定されたリスク限度枠、損失限度枠の遵守状況を、ＡＬＭ管理担当役員に報告するとともに、ストレステス

トなど複合的なリスクの分析を実施し、定期的にＡＬＭ委員会へ報告しています。一方、非上場株式、政策投資株式等への出資金に関

しては、当金庫が定める「資金運用基準」などに基づいた適正な運用・管理を行っております。また、リスクの状況は、財務諸表や運

用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、適宜、経営陣へ報告を行うなど、適切

なリスク管理に努めております。なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び企業会

計基準委員会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。 

 

● 銀行勘定における金利リスクに関する次に掲げる事項 

①リスク管理の方針及び手続の概要 

Ａ．リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明 

金利リスクとは、金利が変化することによる資産と負債の経済価値の変化が資本に及ぼす影響や、金利上昇を起因とする有価証

券の評価損失の資本への影響、低金利継続や期間ミスマッチ等を原因とした利息収入減少への影響が考えられます。当金庫では

これらの影響を金利リスクととらえ、金利変化による資本への経済価値の影響、有価証券評価損失の資本に対する影響、将来利

息収入減少の影響が一定以下になるようにリスク管理を行っています。 

Ｂ．リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明 

ΔＥＶＥ、100ＢＰＶ、ＶａＲを用いることで、金利変化時の資本への影響を計測しています。将来収入への影響については、

ΔＮＩＩやＮＩＩを用いています。影響が自己資本の一定範囲を超える場合や利息収入の減少が想定される場合には、ＡＬＭ委

員会で金利リスクの削減や運用ポジションの検討を行っています。 

Ｃ．金利リスク計測の頻度 

有価証券の評価損益の計測は日々、それ以外の計測は月次で行っています。報告は毎月ＡＬＭ委員会に行っていますが、市況急

変時にはＡＬＭ委員会を臨時開催し、金利リスク削減の検討をおこないます。 

Ｄ．ヘッジ等金利リスクの削減手法（ヘッジ手段の会計上の取扱いを含む）に関する説明 

デリバティブ取引（国債先物や金利スワップ取引等）などによる金利削減取引は行っていません。金利リスクを削減する場合に

は、当該ポジションを売却することによりリスク量を削減します。 

②金利リスクの算定方法の概要 

Ａ．開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔＥＶＥ及びΔＮＩＩ（銀行勘定の金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基

準日から 12ヵ月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるものであって、開示告示に定められた金利ショッ

クにより計算されるものをいう。以下同じ。）並びに銀行がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する以下の事項 

（ａ）流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期 

流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は 1.25年です。 

（ｂ）流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期 

流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は 2.5年です。 

（ｃ）流動性預金への満期の割り当て方法（コア預金モデル等）及びその前提 

流動性預金への満期の割当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。 

（ｄ）固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提 

固定金利貸出の期限前返済及び定期預金の早期解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。 
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（ｅ）複数の通貨の集計方法及びその前提 

通貨別に算出した金利リスクの正値を合算し、通貨間の相関等は考慮していません。また、資産または負債に占める割合

が 5%未満かつ重要性がないと判断した通貨については計測対象外としています。 

（ｆ）スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるか否か等） 

割引金利にスプレッドは含めていますが、ΔＥＶＥ／ΔＮＩＩ計算時にはスプレッド変動は考慮していません。 

（ｇ）内部モデルの使用等、ΔＥＶＥとΔＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提 

内部モデルは、使用していません。 

（ｈ）前事業年度末の開示からの変動に関する説明 

前年度と同様の方法で算出しています。 

（ｉ）計測値の解釈や重要性に関するその他の説明 

重要性テスト結果と監督上の基準値と比較することで、金利リスクの水準を認識しています。 

Ｂ．当金庫が、自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づ

く定量的開示の対象となるΔＥＶＥ及びΔＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項 

（ａ）金利ショックに関する説明 

１％金利上昇（100ＢＰＶ）の採用（ΔＥＶＥの場合、円金利のショック幅は同じですが、外貨金利の場合にはショック

幅は異なります）、ＶａＲを採用しています。 

（ｂ）金利リスク計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔＥＶＥ及びΔＮＩＩと大きく異

なる点） 

ＶａＲを用いることで金利リスク測定時の市況変化を反映させた金利リスク量を測定しています。ＶａＲでは金利以外に

株価や為替リスクの影響も考慮しています。なお、ＶａＲは統計的手法を用いたリスク計算手法であり、過去の市況変化

が小さいときにはリスクが過小評価されるなどの問題が指摘されています。当金庫では、バックテストの実施や 100ＢＰ

Ｖ等をストレステストとして用いることでこのようなＶａＲの問題点を解決しています。 
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（２）自己資本の構成に関する開示事項 
 

（単位：百万円、％） 

 令和 2年度 令和 3年度 

コア資本に係る基礎項目（１）   

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 12,360 12,555 

うち、出資金及び資本剰余金の額 546 543 

うち、利益剰余金の額 11,825 12,023 

うち、外部流出予定額（△） 10 10 

うち、上記以外に該当するものの額 △ 0 △ 0 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 102 148 

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 102 148 

うち、適格引当金コア資本算入額 － － 

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － － 

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎

項目の額に含まれる額 

－ － 

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目

の額に含まれる額 

－ － 

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 12,463 12,704 

コア資本に係る調整項目（２）   

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 9 7 

うち、のれんに係るものの額 － － 

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 9 7 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － － 

適格引当金不足額 － － 

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － － 

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － － 

前払年金費用の額 － － 

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － － 

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － － 

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － － 

信用金庫連合会の対象普通出資等の額 － － 

特定項目に係る 10パーセント基準超過額 － － 

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － － 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － － 

特定項目に係る 15パーセント基準超過額 － － 

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － － 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － － 

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 9 7 

自己資本   

自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 12,453 12,696 

リスク・アセット等（３）   

信用リスク・アセットの額の合計額 82,381 82,921 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 5,796 △ 4,691 

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 5,796 △ 4,691 

うち、上記以外に該当するものの額 － － 

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8パーセントで除して得た額 4,503 4,502 

信用リスク・アセット調整額 － － 

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － － 

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 86,884 87,424 

自己資本比率   

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 14.33 14.52 

（注）１．自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第 89条第１項において準用する銀行法第 14条の２の規定に基づき、信用金庫

及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成

18 年金融庁告示第 21号）」に基づき算出しております。なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。 
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（３）定量的な開示事項 
 

● 自己資本の充実度に関する事項 

（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

 リスク・

アセット 

所要 

自己資本額 

リスク・

アセット 

所要 

自己資本額 

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計 82,381 3,295 82,921 3,316 

 ①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 86,883 3,475 85,948 3,437 

  現金 － － － － 

  我が国の中央政府及び中央銀行向け － － － － 

  外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － 

  国際決済銀行等向け － － － － 

  我が国の地方公共団体向け － － － － 

  外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － 

  国際開発銀行向け － － － － 

  地方公共団体金融機構向け 183 7 173 6 

  我が国の政府関係機関向け 499 19 370 14 

  地方三公社向け 779 31 752 30 

  金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 15,576 623 15,322 612 

  法人等向け 25,067 1,002 26,887 1,075 

  中小企業等向け及び個人向け 16,386 655 15,516 620 

  抵当権付住宅ローン 3,974 158 3,897 155 

  不動産取得等事業向け 8,098 323 7,670 306 

  ３月以上延滞等 225 9 238 9 

  取立未済手形 6 0 8 0 

  信用保証協会等による保証付 455 18 517 20 

  株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － － 

  出資等 303 12 227 9 

   出資等のエクスポージャー 303 12 227 9 

   重要な出資のエクスポージャー － － － － 

  上記以外 15,323 612 14,365 574 

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他

外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポー

ジャー 

10,410 416 8,568 342 

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額

に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 

1,165 46 1,165 46 

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 652 26 525 21 

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機

関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエクスポージャー 

－ － － － 

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融

機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段のうち、その他外部ＴＬ

ＡＣ関連調達手段に係る 5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー 

－ － － － 

上記以外のエクスポージャー 3,095 123 3,364 134 

 ②証券化エクスポージャー 562 22 601 24 

  証券化 ＳＴＣ要件適用分 － － － － 

  証券化 非ＳＴＣ要件適用分 562 22 601 24 

  再証券化 － － － － 

 ③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 732 29 1,063 42 

  ルック・スルー方式 732 29 1,063 42 

  マンデート方式 － － － － 

  蓋然性方式（250％） － － － － 

  蓋然性方式（400％） － － － － 

  フォールバック方式（1250％） － － － － 

 ④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 － － － － 

 ⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措

置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 

△ 5,796 △ 231 △ 4,691 △ 187 

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額 － － － － 

⑦中央清算機関関連エクスポージャー － － － － 

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8％で除して得た額 4,503 180 4,502 180 

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 86,884 3,475 87,424 3,496 

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％ 

（注）２．「エクスポージャー」とは、資産(派生商品取引によるものを除く)並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等

のことです。 
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（注）３．「３月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及

び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが

150％になったエクスポージャーのことです。 

（注）４．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。 

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞ 

  粗利益（直近 3 年間のうち正の値の合計額）×15％   

   直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数    

（注）５．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％ 

 

● 信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く) 

 

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高 

＜地域別・業種別・残存期間別＞（単位：百万円） 

エクスポージャー 

区分 

 

地域区分 

業種区分 

期間区分 

信用リスクエクスポージャー期末残高 

３月以上延滞 

エクスポージャー  

貸出金、コミット

メント及びその他

のデリバティブ以

外のオフ・バラン

ス取引■■■■■

■ 

債券 デリバティブ取引 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

国内 210,516 212,000 90,634 89,902 72,066 73,736 － － 325 245 

国外 26,978 29,496 － － 26,978 29,496 － － － － 

地域別合計 237,494 241,497 90,634 89,902 99,044 103,233 － － 325 245 

製造業 21,158 21,838 12,296 12,078 8,661 9,673 － － 88 49 

農業、林業 16 17 16 17 － － － － － － 

漁業 － － － － － － － － － － 

鉱業、採石業、砂利採取業 854 840 352 338 501 502 － － － － 

建設業 8,485 8,531 8,253 8,278 231 231 － － 18 14 

電気、ガス、熱供給、水道業 2,943 3,350 112 122 2,830 3,228 － － － － 

情報通信業 3,116 3,882 202 165 2,900 3,703 － － － － 

運輸業、郵便業 12,474 11,894 1,733 1,751 10,741 10,135 － － － － 

卸売業、小売業 9,446 9,123 5,310 4,999 4,125 4,110 － － 13 20 

金融業、保険業 83,481 85,866 7,827 8,841 32,505 33,080 － － － － 

不動産業 27,834 27,426 18,889 18,366 8,944 8,921 － － 147 100 

物品賃貸業 970 2,657 67 72 902 2,585 － － － － 

学術研究、専門・技術サービ

ス業 

387 361 387 358 － － － － － － 

宿泊業 113 599 113 599 － － － － － － 

飲食業 1,783 1,749 1,783 1,749 － － － － 0 4 

生活関連サービス業、娯楽業 1,294 1,278 1,292 1,276 － － － － 17 23 

教育、学習支援業 28 145 28 145 － － － － － － 

医療、福祉 1,696 1,349 1,696 1,349 － － － － － － 

その他のサービス 1,567 1,720 1,566 1,719 － － － － 0 0 

国・地方公共団体等 33,183 32,883 6,482 5,814 26,698 27,060 － － － － 

個人 22,219 21,876 22,219 21,854 － － － － 39 31 

その他 4,436 4,098 － － － － － － － － 

業種別合計 237,494 241,497 90,634 89,902 99,044 103,233 － － 325 245 

1 年以下 27,901 27,461 11,093 10,812 6,307 9,094 － －   

1 年超 3年以下 37,173 42,368 5,985 6,754 15,688 17,106 － －   

3 年超 5年以下 24,102 19,168 7,912 7,834 16,189 11,324 － －   

5 年超 7年以下 14,760 16,840 7,201 8,267 7,558 8,534 － －   

7 年超 10 年以下 34,725 32,951 17,388 14,310 16,336 17,640 － －   

10 年超 83,263 86,777 40,800 41,694 36,963 39,532 － －   

期間の定めのないもの 15,567 15,930 252 228 － － － －   

残存期間別合計 237,494 241,497 90,634 89,902 99,044 103,233 － －   

（注）１．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。 

（注）２．「３月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞している債務者に係るエク

スポージャーのことです。 

（注）３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポー

ジャーです。具体的には現金、固定資産及び繰延税金資産が含まれます。 

（注）４．ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。 

（注）５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。  
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一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額（単位：百万円） 

 
 

期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

一般貸倒引当金 令和 2年度 104 81 － 104 81 

 令和 3年度 81 128 － 81 128 

個別貸倒引当金 令和 2年度 1,115 904 307 808 904 

 令和 3年度 904 973 6 898 973 

合計 令和 2年度 1,220 985 307 913 985 

 令和 3年度 985 1,101 6 979 1,101 

 

業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等（単位：百万円） 

 個別貸倒引当金 

貸出金償却  
期首残高 当期増加額 

当期減少額 
期末残高 

 目的使用 その他 

 
令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

製造業 126 196 196 100 0 6 126 190 196 100 8 14 

農業、林業 － － － － － － － － － － － － 

漁業 － － － － － － － － － － － － 

鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － － － － － 

建設業 265 266 266 106 1 － 264 266 266 106 9 1 

電気、ガス、熱供給、水道業 － － － － － － － － － － － － 

情報通信業 － － － － － － － － － － － － 

運輸業、郵便業 － － － 1 － － － － － 1 － － 

卸売業、小売業 9 15 15 67 5 － 4 15 15 67 2 12 

金融業、保険業 － － －  － － － － － － － － 

不動産業 284 300 300 561 － － 284 300 300 561 － － 

物品賃貸業 － － － － － － － － － － － － 

学術研究、専門・技術サービ

ス業 

－ － － － － － － － － － － － 

宿泊業 － － － － － － － － － － － － 

飲食業 6 85 85 97 － － 6 85 85 97 － 1 

生活関連サービス業、娯楽業 － － － 6 － － － － － 6 － － 

教育、学習支援業 － － － － － － － － － － － － 

医療、福祉 － － － － － － － － － － － － 

その他のサービス 382 － － 3 300 － 81 － － 3 1 － 

国・地方公共団体等 － － － － － － － － － － － － 

個人 40 38 38 27 － － 40 38 38 27 3 － 

合計 1,115 904 904 973 307 6 808 898 904 973 25 29 

（注）１．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。 

（注）２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

 

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等（単位：百万円） 

告示で定める 

リスク・ウェイト区分 

エクスポージャーの額 

令和 2年度 令和 3年度 

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し 

0％ － 42,327 － 46,541 

10％ － 20,644 － 20,216 

20％ 7,845 63,623 7,932 60,513 

35％ － 11,582 － 11,390 

50％ 19,995 81 24,537 30 

75％ － 28,018 － 26,883 

100％ 3,674 35,459 3,345 35,535 

150％ － 49 － 121 

250％ － 260 － 210 

1250％ － － － － 

その他 3,106 － 3,307 － 

合計 236,668 240,565 

（注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。 

（注）２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。 

（注）３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりま

せん。 
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● 信用リスク削減手法に関する事項 

 

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー（単位：百万円） 

信用リスク削減手法 

ポートフォリオ 

適格金融資産担保 保証 クレジット・デリバティブ 

令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 

信用リスク削減手法が適用された 

エクスポージャー 
2,046 2,104 30,052 30,667 － － 

（注）１．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。 

 

● 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項（該当ありません） 

 

● 証券化エクスポージャーに関する事項 

 

オリジネーターの場合（該当ありません） 

 

投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項） 

 

保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳 

証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）（単位：百万円） 

  令和 2年度 令和 3年度 

  オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 

証 券化エクスポージャーの額 1,300 － 1,600 － 

 （ⅰ）商業用不動産 － － － － 

 （ⅱ）居住用不動産 － － － － 

 （ⅲ）債権 1,300 － 1,600 － 

 

再証券化エクスポージャー（該当ありません） 

 

保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等 

証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）（単位：百万円） 

リスクウェイト区分

（％） 

エクスポージャー残高 所要自己資本の額 

令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 

オンバラ

ンス取引 

オフバラ

ンス取引 

オンバラ

ンス取引 

オフバラ

ンス取引 

オンバラ

ンス取引 

オフバラ

ンス取引 

オンバラ

ンス取引 

オフバラ

ンス取引 

  0％～ 15％未満 － － － － － － － － 

  15％～ 50％未満 600 － 1,000 － 3 － 6 － 

  50％～ 100％未満 500 － 600 － 10 － 18 － 

  100％～ 250％未満 200 － － － 8 － － － 

  250％～ 400％未満 － － － － － － － － 

  400％～ 1250％未満 － － － － － － － － 

 1250％ － － － － － － － － 

 （ⅰ）商業用不動産 － － － － － － － － 

 （ⅱ）居住用不動産 － － － － － － － － 

 （ⅲ）債権 － － － － － － － － 

 合計 1,300 － 1,600 － 22 － 24 － 

（注）１．所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×４％ 

ただし、「リスク・ウェイト区分」「エクスポージャー残高」「所要自己資本の額」は、いずれも信用リスク削減効果等を勘案後

の内容であるため、上記の計算式と一致しない場合があります。 

（注）２．「1250％」欄の（ⅰ）～（ⅲ）は、当該額に係る主な原資産の種類別の内訳です。 

 

再証券化エクスポージャー（該当ありません） 

 

保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無（該当ありません） 
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● 出資等エクスポージャーに関する事項 

 

貸借対照表計上額及び時価等（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

 貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価 

上場株式等 464 464 542 542 

非上場株式等 1,134 1,134 954 954 

合計 1,599 1,599 1,496 1,496 

 

出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

売却益 － － 

売却損 － － 

償却 － － 

（注）１．損益計算書における損益の額を記載しております。 

 

貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

評価損益 131 104 

 

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

評価損益 － － 

 

● リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 

 

（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 4,401 5,227 

マンデート方式を適用するエクスポージャー － － 

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー － － 

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー － － 

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー － － 

 

● 金利リスクに関する事項 

 

（単位：百万円） 

ＩＲＲＢＢ１：金利リスク 

項番 

 イ ロ ハ ニ 

Δ ＥＶＥ Δ ＮＩＩ 

当期末 前期末 当期末 前期末 

1 上方パラレルシフト 10,533 10,701 167 167 

2 下方パラレルシフト 0 0 0 0 

3 スティープ化 8,414 8,534   

4 フラット化     

5 短期金利上昇     

6 短期金利低下     

7 最大値 10,533 10,701 167 167 

  ホ ヘ 

当期末 前期末 

8 自己資本の額 12,696 12,453 

（注）１．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。 
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ニ．次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益 
 

（１）有価証券 
 

売買目的有価証券（該当ありません） 

 

満期保有目的の債券（単位：百万円） 

 種類  令和 2年度   令和 3年度  

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 国債 － － － － － － 

時価が貸借対 地方債 － － － － － － 

照表計上額を 短期社債 － － － － － － 

超えるもの 社債 80 81 1 80 80 0 

 その他 － － － － － － 

 小計 80 81 1 80 80 0 

 国債 － － － － － － 

時価が貸借対 地方債 － － － － － － 

照表計上額を 短期社債 － － － － － － 

超えないもの 社債 180 179 △ 0 210 209 △ 0 

 その他 － － － － － － 

 小計 180 179 △ 0 210 209 △ 0 

合計  260 260 0 290 289 △ 0 

（注）１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。 

（注）２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。 

（注）３．市場価格のない株式等は本表には含めておりません。 

 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（該当ありません） 

 

その他有価証券（単位：百万円） 

 

種類 

 令和 2年度   令和 3年度  

 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

 株式 183 99 83 150 103 47 

 債券 47,408 46,727 681 36,171 35,766 404 

貸借対照表計 国債 5,755 5,619 136 4,792 4,716 76 

上額が取得原 地方債 13,358 13,140 218 10,041 9,904 136 

価を超えるも 短期社債 － － － － － － 

の 社債 28,293 27,967 326 21,337 21,145 191 

 その他 19,233 18,660 573 11,533 11,176 357 

 小計 66,825 65,486 1,338 47,855 47,046 809 

 株式 － － － － － － 

 債券 21,424 21,772 △ 348 31,217 31,889 △ 671 

貸借対照表計 国債 1,671 1,696 △ 24 2,989 3,097 △ 108 

上額が取得原 地方債 3,402 3,436 △ 33 6,054 6,165 △ 111 

価を超えない 短期社債 － － － － － － 

もの 社債 16,349 16,640 △ 290 22,173 22,625 △ 452 

 その他 12,579 12,878 △ 299 22,630 23,596 △ 966 

 小計 34,003 34,651 △ 648 53,847 55,485 △ 1,637 

合計  100,828 100,138 690 101,703 102,532 △ 828 

（注）１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。 

（注）２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。 

（注）３．市場価格のない株式等は本表には含めておりません。 

 

市場価格のない株式等（単位：百万円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

 貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

非上場株式 201 21 

合計 201 21 
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（２）金銭の信託 
 

運用目的の金銭の信託（該当ありません） 

 

満期保有目的の金銭の信託（該当ありません） 

 

その他の金銭の信託（単位：百万円） 

令和 2年度 令和 3年度 

貸借対照

表計上額 
取得原価 差額 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えるも

の■■■ 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えない

もの■■ 

貸借対照

表計上額 
取得原価 差額 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えるも

の■■■ 

うち貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えない

もの■■ 

0 0 － － － － － － － － 

（注）１．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内

訳です。 

 

（３）第１０２条第１項第５号に掲げる取引（該当ありません） 

 

 

ホ．貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 
 

貸倒引当金内訳（単位：百万円） 

 
 

期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

一般貸倒引当金 令和 2年度 104 81 － 104 81 

 令和 3年度 81 128 － 81 128 

個別貸倒引当金 令和 2年度 1,115 904 307 808 904 

 令和 3年度 904 973 6 898 973 

合計 令和 2年度 1,220 985 307 913 985 

 令和 3年度 985 1,101 6 979 1,101 

 

 

ヘ．貸出金償却の額 
 

貸出金償却（単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 

貸出金償却 25,652 29,718 

 

 

ト．会計監査人による監査 
 

令和 2年度及び令和 3 年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第 38 条の 2第 3項の規定に基づき、EY 新

日本有限責任監査法人の監査を受けております。 

 

 

確認書 
 

令和 3年度決算における貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書（以下「財務諸表」という）の適正性および財務諸表作成に係

る内部監査の有効性を確認しております。 

令和 4年 6月 23日 

長岡信用金庫 理事長 佐藤 光一 
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６．報酬等の状況 
 

１．対象役員 

 当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執

行の対価として支払う「基本報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されてお

ります。 

（１）報酬体系の概要 

【基本報酬】 

 非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決

定しております。そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において

決定しております。また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。 

【退職慰労金】 

 退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。なお、当

金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。 

ａ．決定方法、ｂ．支払手段、ｃ．決定時期と支払時期 

（２）令和 3年度における対象役員に対する報酬等の支払総額 

（単位：百万円） 

区分 支払総額 

対象役員に対する報酬等 95 

（注）１．対象役員に該当する理事は 6名、監事は 1名です（期中に退任した者を含む）。 

（注）２．上記の内訳は、「基本報酬」79百万円、「退職慰労金」16百万円となっております。「退職慰労金」は、当年度中に支払

った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。 

（３）その他 

 「信用金庫法施行規則第 132 条第 1項第 6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財

産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成 24年 3月 29 日付金融庁告示第 22号）

第 2 条第 1項第 3号及び第 6号並びに第 3 条第 1項第 3号及び第 6号に該当する事項はありませんでした。 

 

２．対象職員等 

 当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結子法人等の

役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与え

る者をいいます。なお、令和 3年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。 

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。 

（注）２．「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等を

いいます。なお、令和3年度においては該当する会社はありませんでした。 

（注）３．「同等額」は、令和3年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。 

（注）４．令和3年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4年 7月発行 

お問い合わせ 

長岡信用金庫 総合企画部 経営企画課 

〒940-8660 新潟県長岡市大手通 2丁目 4番地 7 

電話 0258（36）4344 

https://www.nagaoka-shinkin.com/



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


